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１３
二九九一年以降に旧ユーゴスラビア領域で侵された国際人道法の重大な違反に責任を有する者を訴追するため
（
１
）
・
の国際裁判所」（以下、ＩＣＴＹ）は、一九九○年代前半に旧ユーゴスーフビアの解体に関わる闘争の過程で犯され
た戦争犯罪や人道に対する犯罪といった重大な国際法上の犯罪について個人の刑事責任を追及する国連の一機関で
ある。一九九一一一年に設立が決定されたＩＣＴＹは、安保理により承認された「Ｃ・自己］の（言、目前四」と称きれる閉
廷計画に基づき、今年中にすべての事件の第一審裁判段階での処理を終了し、’一○一○年にすべての業務を終了し
て閉廷することが既に決定されている。ＩＣＴＹに限らず、同じく安保理決議により設立されたルワンダ国際刑事
裁判所（以下、ＩＣＴＲ）もＩＣＴＹを模範として閉廷する予定である。また、ＩＣＴＹ及びＩＣＴＲ以外の国際
的な刑事裁判機関も、特定の紛争中に犯された犯罪を対象とするなど管轄権が制限された裁判所である場合にはい
つかその任務を完了し閉廷することが想定されている。ＩＣＴＹの閉廷作業とそこから生じる各種の問題は、常設
は
じ
め
に
お
わ５４３２
り
に冬Ｉ秀墓
（１）職員の離脱
（２）各国の司法当局の能力向上への支援
（３）ＩＣＴＹの経験・知識の伝授
四
事
件
委
託
に
関
る
管
轄
権
の
問
題
の
考
察
１
国
家
に
事
件
委
託
す
る
権
限
委託される事件に関するＩＣＴＹの逮捕状
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
と
国
家
の
競
合
管
轄
権
間
の
関
係
各国における公正な裁判等を確保するためのＩＣＴＹの監視機能
事
件
委
託
と
引
渡
１４
(ＩＣＴＹ）の閉廷計画と国家への事件委託日ユーゴ国際刑事裁判所
性を意図せず設立された他の国際的な裁判機関に今後参考とされていくと考えられる。
また、ＩＣＴＹの閉廷計画の遂行において、国際的な刑事裁判管轄権と各国の裁判管轄権との関係が見直されて
きている。これまで国際的な裁判機関と各国の国内裁判所との競合する管轄権の間でいかに調整を図るかという競
合管轄権の調整問題が議論されてきたが、ＩＣＴＹが自らが処理する事件数の減少を図るべく行い始めた国家の司
法当局への事件委託の制度が注目される。ＩＣＴＹで引続き扱われる事件と諸国に委託される事件との区別はどの
ような基準で行われているのか。ＩＣＴＹでの裁判か諸国の国内裁判所での裁判かという選択での判断基準や条件
を明らかにすることは、ＩＣＴＹの管轄権と国家の管轄権との関係の理解に資する。このように競合する管轄権の
間での事件の割り振りを検討することは、ＩＣＴＹに限らず常設的な国際刑事裁判所（三⑪曰昌○三ｎ口目言【・貝、
以下、ＩＣＣ）といった他の国際的な裁判機関と国家の競合管轄権調整の問題にも大きな示唆を与えると考える。
また、具体的にはＩＣＴＹで基準の一つとされている事件の重大性が、ＩＣＣ規程第一七条一項（ｄ）が定めるＩ
ＣＣが管轄権を行使する前提条件である事件の重大性と類似していることから、ＩＣＣへの影響も考えられるので
本稿は、ＩＣＴＹの閉廷計画の検討を通じてＩＣＴＹの意義を再度確認し、ＩＣＴＹと国家の管轄権との関係の
理解を深めることを目的とする。まず次章でＩＣＴＹの設立と活動を概括した後、第二章でＩＣＴＹの閉廷計画の
詳細を明らかにし、第三章ではＩＣＴＹが安保理に定期的に提出している閉廷計画の実施経過に関する報告書とＩ
ＣＴＹによる各種の決定や規則改正作業を素材として、閉廷計画の現時点での進行状況とその課題を検討する。第
四章では、閉廷期限遵守の要の一つと位置づけられている事件委託の制度に注目し、事件委託に関わるＩＣＴＹの
決定を検証して同制度が提起する管轄権に関する法的問題点を考察する。
ある。
１－、
1５
〆１
設
立
理
由
と
設
立
方
法
ＩＣＴＹは一九九一一一年五月一一五日の安保理決議八二七により設立された個人の刑事責任を審理する裁判機関であ
る。ＩＣＴＹは後に設立されたＩＣＴＲとともに臨時に安保理によって設置された国連の一機関である点で、常設
的なＩＣＣとは異なり、アド・ホックな国際刑事裁判所として機能している国連機関である。
ＩＣＴＹの創設は安保理決議を法的根拠とする。旧ユーゴスラビアの解体と複数の独立国の形成に伴った武力紛
争が民族及び宗教間の対立を元に激化して人道法の重大な違反行為が多発したことに憂慮し、刑事裁判が破壊され
た国際社会の平和及び安全の回復に寄与することが期待され、安保理が設立したのがＩＣＴＹである。ここには、
（２）
国際法上の犯罪を国際的に処罰すべきであるとい這う、国際公法秩序の構想が見られる。安保理決議により設立され
た実質的理由の一つとして、条約による設置といった他の設立方法が困難であったことも挙げられる。旧ユーゴス
ラビア解体により独立を求める諸集団など紛争当事者からの同意を得ることが不可能とされていたためである。そ
もそも、これら紛争地域の諸国の司法制度が崩壊し又は偏見をもって行動する危険性が指摘され、犯罪が野放しに
されている状況が更なる犯罪を招くことを防ぐため、国際的な機関により実効的かつ公正な裁判を実施して犯罪を
抑止することを目的としてＩＣＴＹは設立されたのであった。
ＩＣＴＹの閉廷計画を検討する前に、本章ではその前提知識としてＩＣＴＹの関連事実を概括する。設立態様や
組織的な位置付けｌ特に安保理との関係を理解することが閉廷計画を検討する上で重要であるからである．本章
の
最
後
で
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
の
意
義
を
再
確
認
す
る
こ
と
と
す
る
。
Ｉ
ｃ
Ｔ
Ｙ
の
設
立
と
活
動
１６
日ユーゴ国際刑事裁判所（ＩＣＴＹ）の閉廷計画と国家への事件委託
旧ユーゴスラビア領域で犯された重大な国際法上の犯罪についてＩＣＴＹと国内裁判所の管轄権は競合するが、
前者は後者に優越する（ＩＣＴＹ規程第九条）。ＩＣＴＹは国内裁判所に優越する地位が認められているのであり、
（４）
国
内
裁
判
所
に
対
し
て
事
件
を
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
に
移
送
す
る
よ
う
命
令
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
手
続
証
拠
規
則
の
規
則
九
に
従
い
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙで捜査又は手続が開始された事件が、国内裁判所において、通常犯罪として扱われている場合、又はその手続が
公平性若しくは独立性を欠く場合、又は被告人を国際的な刑事責任から保護する目的の手続であった場合、又は事
件
が
誠
実
に
訴
追
き
れ
て
い
な
い
等
の
場
合
に
は
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
は
事
件
が
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
に
移
送
さ
れ
る
よ
う
正
式
に
要
請
し
う
る
。
そ
の
よ
う
な
正
式
要
請
が
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
に
よ
っ
て
行
わ
れ
た
場
合
、
国
は
要
請
の
通
知
後
六
○
日
以
内
に
応
じ
な
か
っ
た
な
ら
ば
、
そ
の
事
実
は
規
則
三
に
基
づ
き
安
保
理
に
報
告
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
と
国
内
裁
判
所
の
管
轄
権
は
、
上
下
に
位
置
づ
け
ら
れ
る
垂
直
関
係
に
あ
る
と
理
解
さ
れ
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
主
権
国
家
の
管
轄
権
相
互
の
間
に
あ
る
水
平
的
関
係
２
１
Ｃ
Ｔ
Ｙ
の
管
轄
権
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
は
旧
ユ
ー
ゴ
ス
ラ
ビ
ア
領
域
の
紛
争
へ
の
対
処
措
置
と
し
て
設
立
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
そ
の
管
轄
権
と
任
務
に
お
い
て
当
初
か
ら
特
定
性
を
有
す
る
。
し
た
が
っ
て
、
将
来
生
じ
る
犯
罪
を
広
く
扱
う
こ
と
が
意
図
さ
れ
た
Ｉ
Ｃ
Ｃ
と
は
異
な
り
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
の
権
限
と
活
動
は
限
定
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。
ま
ず
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
の
管
轄
権
は
旧
ユ
ー
ゴ
ス
ラ
ビ
ア
領
域
で
犯
さ
れ
た
犯
罪
に
の
み
及
ぶ
。
次
に
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
の
時
間
的
管
轄
権
は
一
九
九
一
年
一
月
一
日
以
降
に
行
わ
れ
た
犯
罪
に
制
限
さ
れ
て
い
る
了
Ｃ
Ｔ
Ｙ
規
程
第
一
条
、
第
八
条
）
。
し
か
し
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｒ
と
（３）
は
異
な
り
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
は
そ
の
規
程
に
時
間
的
管
轄
権
の
終
了
時
点
が
定
め
ら
れ
て
い
な
い
た
め
、
理
論
上
は
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
設
立
後
に
旧
ユーゴスラヴィア領域で犯された犯罪に対しても管轄権を行使することができる。ＩＣＴＹは自然人の刑事責任を
追
及
す
る
機
関
で
あ
り
（
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
規
程
第
六
条
）
、
国
家
に
対
す
る
管
轄
権
を
持
た
な
い
。
国
家
や
国
際
組
織
を
処
罰
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
の
で
あ
る
。
正
1７
（５）
と
は
異
な
肌
ソ
、
国
家
間
の
司
法
共
助
に
見
ら
れ
る
よ
う
な
相
互
主
義
を
基
礎
と
す
る
法
規
則
の
適
用
を
受
け
な
い
と
さ
れ
て
い
る
。
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
の
優
越
性
は
、
後
に
検
討
す
る
事
件
委
託
に
関
わ
り
生
じ
る
管
轄
権
間
の
調
整
問
題
を
理
解
す
る
上
で
も
重
要
で
あ
る
。
最
後
に
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
の
管
轄
権
の
源
泉
と
国
家
主
権
と
の
関
係
に
つ
い
て
触
れ
る
。
国
際
刑
事
裁
判
管
轄
権
の
権
原
の
根
拠
に
つ
い
て
（６）
は、国家管轄権が委譲されているとすうＣ説が存在するが、国際刑事法及び国際人道法に違反する行為について国際
（７）
法に基づいて設立される主体が生来的に管轄権を有しうることが否定されるｊＤのではないと考える。ＩＣＴＹと各
国
は
そ
れ
ぞ
れ
管
轄
権
を
有
し
て
お
り
、
こ
れ
ら
競
合
す
る
管
轄
権
は
そ
れ
ぞ
れ
別
個
の
存
在
で
あ
り
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
の
管
轄
権
は
各
国
の管轄権が委譲きれた管轄権ではなく、固有の存在と解することができる。固有の存在であるとの解釈は適用法規
の
違
い
を
論
理
的
に
説
明
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
個
人
の
刑
事
責
任
を
追
及
す
る
に
あ
た
り
、
ミ
ロ
シ
ェ
ビ
ッ
チ
元
大
統
領
の
訴
追
に
見
ら
れ
る
よ
う
に
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
で
は
国
際
法
上
の
犯
罪
に
つ
い
て
公
的
地
位
に
関
ら
ず
責
任
が
追
及
さ
れ
る
（
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
規
程
第
七
条
一
一
項
）
の
で
あ
り
、
国
家
元
首
で
あ
っ
て
も
免
責
の
特
権
は
認
め
ら
れ
な
い
。
免
責
特
権
が
各
国
の
国
内
裁
判
所
で
は
維
持
さ
れ
る
の
に
対
し
て
、
国
際
的
な
刑
事
裁
判
機
関
で
は
免
責
特
権
が
否
定
さ
れ
る
こ
と
は
、
根
拠
と
さ
れ
る
管
轄
権
が
異
な
る
こ
と
の
証
拠
と
も
考
え
ら
れ
る
の
で
あ
る
。
国
際
的
な
裁
判
機
関
で
は
刑
事
裁
判
か
ら
の
免
責
特
権
が
認
め
ら
れ
な
い
こ
と
に
つ
い
て
は
、
Ｉ
Ｃ
Ｊ
の
逮
（８）
捕状事件でｊｂ確認されている。
前
述
の
よ
う
に
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
は
国
連
の
一
機
関
で
あ
る
。
安
保
理
決
議
に
よ
り
設
立
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
組
織
法
上
は
安
保
理
の
補
助
機
関
と
の
位
置
付
け
に
あ
る
。
司
法
機
関
の
設
置
及
び
存
続
が
政
治
的
機
関
で
あ
る
安
保
理
の
意
思
に
依
存
す
る
こ
と
が
司
法
の
独
立
性や公平性を損ねかねないと危倶され、ＩＣＴＹでの裁判が開始した直後、被告人からＩＣＴＹの設立の違法性が
（９）
、王張されたが、認められなかった。ＩＣＴＹが裁判を行う司法機関である関係上、安保理からの政治的介入を受け
３
組
織
構
造
1８
日ユーゴ国際刑事裁判所（ＩＣＴＹ）の閉廷計画と国家への事件委託
４
活
動
ここではＩＣＴＹの主たる活動１１すなわち裁判活動を中心にして成果を紹介する。ＩＣＴＹは総勢一六一名の
被疑者を起訴しており、二○○八年八月現在、一六一名中一一五名の事件処理を終了させている。現時点で四六名
の被告人の手続が未完了であり、内一○名が上訴裁判部で、また内二七名が第一審裁判部で係属中であり、内一名
が第一審裁判部の判決を待つ状態に、そして今年逮捕されたカラジッチ氏を含めた六名が予審段階にある。そして
残り一一名（ムラジッチ氏と害量・氏）の身柄拘束が未だできていない状況にある。
ＩＣＴＹで審理された最初の事件はタジッチ（毎畳）事件である。タジッチ事件はＩＣＴＹがドイツからの身
柄移送を受け、二○○○年一月一一六日に上訴裁判部が一一○年の刑を宣告したことで終了した。しかし、仮に本件が
現在提起されていたとするならば、事件の重要性を計った結果、ＩＣＴＹはＩＣＴＹでの裁判処理に固執すること
るような従属した関係は否定され、安保理から独立した中立かつ公正な機関としての地位を確立している。ただし、
ＩＣＴＹの命令を遵守しない国は安保理によって非難される可能性があり、その点、ＩＣＴＹの決定の拘束力及び
強制力は最終的に安保理によって担保されているといえる。
ＩＣＴＹの裁判組織は、裁判官と検察局及び事務局とで構成されている。国内制度では一般的に捜査は警察が行
い、検察は専ら訴追及び裁判手続に携わる処理を担当するものであり、警察及び検察並びに裁判所は別個の機関と
して存在する。しかしＩＣＴＹには、警察組織は存在しない。これはＩＣＴＲやＩＣＣといった他の国際的な刑事
裁判機関に共通の特徴であり、検察局が捜査も担当し、検察官自らによる捜査又は各国の当局に捜査依頼すること
により訴追に必要な情報を収集する任務にあたる。このように独自の警察組織を欠くため、被疑者の身柄拘束や証
拠収集等には国家からの協力が不可欠である。
1９
５
１
Ｃ
Ｔ
Ｙ
の
成
果
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
は
国
連
憲
章
第
七
章
の
下
で
国
際
の
平
和
と
安
全
を
維
持
す
る
措
置
と
し
て
設
立
さ
れ
た
最
初
の
裁
判
所
で
あ
る
。
そ
の
誕
生
こ
そ
国
際
法
の
大
き
な
発
展
を
現
し
て
い
る
。
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
裁
判
所
長
は
、
他
の
既
存
の
国
際
裁
判
所
よ
り
も
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
は
効
率
的
か
つ
生
産
的
で
あ
り
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
は
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｒ
と
と
も
に
、
国
際
社
会
全
体
の
支
持
を
受
け
て
設
立
さ
れ
た
唯
一
の
普
遍
的
な
国
際
裁
（、）
判
機
関
で
あ
る
と
の
自
負
を
一
不
し
て
い
る
。
本
節
で
は
現
在
も
活
動
中
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
の
成
果
の
す
べ
て
を
記
す
こ
と
は
で
き
な
い
が
、
そ
の
先
駆
的
立
場
に
注
目
し
て
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
の
主
要
な
成
果
に
つ
い
て
述
べ
る
。
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
の
創
設
は
、
ニ
ュ
ル
ン
ベ
ル
グ
及
び
極
東
軍
事
裁
判
所
の
設
立
後
に
長
ら
く
望
ま
れ
な
が
ら
も
頓
挫
し
て
い
た
国
際
的
な
刑
事
裁
判
機
関
の
設
立
構
想
の
復
活
を
促
し
た
歴
史
的
意
義
が
あ
る
。
旧
ユ
ー
ゴ
ス
ラ
ビ
ア
領
域
の
大
惨
事
は
、
犯
罪
被
害
の
規
模
と
残
虐
性
を
間
近
で
目
撃
し
た
国
際
社
会
に
衝
撃
を
与
え
、
国
際
的
な
刑
事
裁
判
機
関
の
必
要
性
を
再
認
識
さ
せ
、
国
際
社
会
の
意
識
変
化をもたらした。これまでのいわゆる「不処罰の文化（・已目の。｛旨己目ご）」を断ち切り、重大な国際法上の犯罪
を
黙
認
せ
ず
に
断
固
と
し
た
態
度
で
非
難
し
糾
弾
す
る
国
際
社
会
の
態
度
を
示
す
べ
く
、
国
連
の
安
保
理
は
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
の
設
立
を
決
定
し
た
の
で
あ
る
。
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
の
設
立
と
活
動
は
、
そ
の
後
に
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｒ
や
Ｉ
Ｃ
Ｃ
な
ど
他
の
国
際
的
な
刑
事
裁
判
機
関
の
設
立
を
促
し
、
国
際
法
上
の
犯
罪
が
個
人
の
処
罰
で
も
っ
て
処
遇
さ
れ
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
、
不
処
罰
の
文
化
が
支
配
的
で
あ
っ
た
時
代
と
の
決
別
を
明
ら
か
に
し
た
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
は
国
際
社
会
の
意
識
変
化
を
象
徴
し
、
国
際
人
道
法
及
び
国
際
刑
事
法
の
飛
躍
的な発展をもたらす先駆的な役割を果たしたのであった。
なく、十中八九、国家の管轄権に委ねていたであろうと考えられる。後に説明するように、ＩＣＴＹでは手続証拠
規
則
の
規
則
一
一
の
二
に
基
づ
き
国
家
管
轄
権
に
事
件
を
委
託
す
る
手
続
の
利
用
が
促
さ
れ
て
い
る
か
ら
で
あ
り
、
実
際
に
現
時
点
で
一
三
名
の
被
疑
者
が
関
る
事
件
が
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
か
ら
国
家
に
委
託
さ
れ
て
い
る
。
2０
日ユーゴ国際刑事裁判所（ＩＣＴＹ）の閉廷計画と国家への事件委託
してい『６。
法の発展と明確化に貢献しただけでなく、ＩＣＴＹは技術的な面においても成果を残している。ＩＣＴＹは、世
界
の
中
で
最
も
近
代
的
な
設
備
を
備
え
た
法
廷
設
備
を
実
現
し
て
い
る
と
い
わ
れ
、
Ｉ
Ｃ
Ｃ
や
シ
エ
ラ
レ
オ
ネ
特
別
裁
判
所
と
い
っ
た
近代的な法廷のモデルとして真似されている。また、インターネットでも公開されている充実した裁判データーベー
スを作成しており、ＩＣＴＹの判例等へのアクセスへの便宜が図られている。
ＩＣＴＹの活動の最大の成果は、国際人道法の執行において貴重な先例を生み出したこと、及び旧ユーゴスラビ
（ｕ）
ア地域に平和と安定をもたらしたことにあると一一一一口われる。確かにＩＣＴＹは、旧ユーゴスラビア紛争の歴史的事実
の解明に貢献するとともに、法的及び組織的な先例を数多く残した先駆的な組織と言える。そもそもＩＣＴＹの設
立自体が国際人道法及び国際刑事法の大躍進と考えるが、ＩＣＴＹはその活動を通じてこれらの分野の法規則の発
展に大きく貢献した。ＩＣＴＹ規程で列挙きれた戦争犯罪、人道に対する犯罪及び集団殺害犯罪（ジェノサイド）
の定義と犯罪構成要件が明確にされたのは言うまでもない。他にも例えば、国際武力紛争の存在認定や、保護対象
者の定義を行った判例は、一九四九年ジュネーヴ諸条約の重大な違反の犯罪構成要件を拡大したと見られている。
ＩＣＴＹは、拷問の禁止が逸脱不可能な規則であることを強調し、性的暴力が国際法上の犯罪を構成しうることを
明らかにし、国際紛争と非国際紛争に適用可能な戦争法規及び慣習の違いを縮めたと評されている。他にも上官責
任の原理の要件等の国際刑事法上の原理原則の詳細化や、刑事手続上認められる被疑者及び被告人の権利並びに被
害者の権利など、国際人権法上も興味深い数々の判例が残されている。また、刑事訴訟手続上も独創的な制度を確
立
し
て
い
る
。
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
は
刑
事
訴
訟
法
に
お
い
て
も
当
事
者
主
義
的
手
続
と
職
権
主
義
的
手
続
の
両
要
素
を
含
ん
だ
独
自
の
法
制
度
を創り出しているからである。証人保護措置の充実化や、国防に関る情報の開示や秘匿性の問題など、国際的な手
続
法
上
の
問
題
に
関
し
て
数
々
の
先
例
を
残
し
た
。
法
支
援
に
お
い
て
も
独
自
の
制
度
を
採
用
し
、
弁
護
人
候
補
の
育
成
に
も
力
を
出
2１
１
安
保
理
に
よ
る
閉
廷
計
画
の
承
認
一
九
九
三
年
に
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
が
設
立
さ
れ
た
と
き
に
は
、
設
立
根
拠
の
安
保
理
決
議
に
も
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
規
程
に
も
任
務
の
完
了
期
限
は
定
め
ら
れ
て
い
な
か
っ
た
。
し
か
し
そ
も
そ
も
「
ア
ド
・
ホ
ッ
ク
（
＆
言
ｏ
）
裁
判
所
」
と
の
通
称
が
表
す
よ
う
に
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
は
常
設
的
な
機
関
と
し
て
設
立
さ
れ
た
も
の
で
は
な
い
。
同
じ
く
国
際
法
上
の
犯
罪
に
つ
い
て
個
人
の
刑
事
責
任
を
追
及
す
る
機
関
で
あ
る
Ｉ
ＣＣが常設的な機関であるのに対して、ＩＣＴＹはＩＣＴＲと同様に、特定の紛争に対する緊急処置の一環として
設
立
さ
れ
た
も
の
で
あ
り
、
そ
の
目
的
の
達
成
後
は
消
滅
す
る
こ
と
が
設
立
当
初
か
ら
想
定
さ
れ
て
い
た
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
将
来
的
に
閉
廷
す
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
て
い
な
が
ら
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
自
身
も
二
○
○
○
年
に
入
る
ま
で
閉
廷
を
真
剣
に
検
（週）
討してこなかったと一一一一口われている。しかし二○○一一年にはＩＣＴＹ所長が安保理への第九回年次報告書においてＩ
（皿）
ＣＴＹの任務完了に向けた改正について一一一一口及した。同報告書に記された改正案は、ＩＣＴＹが「最も重大に国際公
序
を
害
し
た
」
犯
罪
に
専
念
し
、
そ
の
他
の
事
件
を
国
内
裁
判
所
に
委
託
す
る
可
能
性
を
探
る
も
の
で
あ
っ
た
。
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
か
ら
の
報
本
章
で
は
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
の
閉
廷
計
画
を
概
括
す
る
。
ま
た
、
閉
廷
期
限
を
遵
守
す
る
た
め
に
行
わ
れ
た
数
々
の
改
正
の
中
で
も
事
件
委
託
の
制
度
に
注
目
し
紹
介
す
る
。
以上のような顕著な成果が見られるが、その反面、ＩＣＴＹ及びＩＣＴＲの維持に伴う経費が莫大であることか
ら
、
こ
れ
ら
裁
判
所
の
継
続
を
渋
る
声
も
あ
る
の
は
事
実
で
あ
る
。
ア
ド
・
ホ
ッ
ク
裁
判
所
の
閉
廷
は
、
裁
判
所
経
費
の
議
論
か
ら
広
（皿）
がったと一一一一口われている。
二
閉
廷
計
画
、
2２
日ユーゴ国際刑事裁判所（ＩＣＴＹ）の閉廷計画と国家への事件委託
告書を受けて、一一○○三年八月一一八日、安保理決議一五○一一一は「Ｃ・目己］①［言切目【①巴」と称する閉廷計画を承認し
た。同決議は、ＩＣＴＹ及びＩＣＴＲに対して、二○○四年の末までに捜査終了、二○○八年末までに第一審裁判
（胆）
段階の裁判終了、そして二○一○年までに上訴を含めたすべての事件処理の終了を命じたのである。同時に安保理
は閉廷計画の遂行のためにすべての必要な措置をとるようＩＣＴＹとＩＣＴＲに命じた。
また、同決議はＩＣＴＹ及びＩＣＴＲの閉廷計画が成功するためには、すべての国家の完全なる協力が前提であ
ると言明したＣＩＣＴＹが最も地位の高い指導者を訴追し裁判することに専念し、責任程度がこのレベルに達しな
い他の容疑者に関しては、適宜、権限ある国家管轄権に委ねつつ、そのような国家管轄権の能力向上を強化すると
（胆）
い』７１ＣＴＹの提起した構想は、安保理理事長により支持されたのである。各国には、被疑者の引渡や刑の執行と
いった面でＩＣＴＹの活動を支援するのみならず、自国の警察及び司法能力を向上きせ国家管轄権を適正に行使す
ることによりＩＣＴＹの閉廷を支援する一助となることが期待されたのである。特に旧ユーゴスラビア領域の国々
には、不処罰と戦うＩＣＴＹの理念を効果的に引き継ぐことが求められているのであった。
安保理決議一五一一一四（二○○四年）は、閉廷計画を定めた安保理決議一五○’一一を再確認した。本決議は、ＩＣＴ
ＹとＩＣＴＲに対して最も責任程度の高い者の訴追に専念することにより取扱事件数の見直しを迫ると同時に、半
年に一度、閉廷計画の実施状況を安保理に報告することを命じた。
２
１
Ｃ
Ｔ
Ｙ
に
お
け
る
事
件
処
理
の
速
や
か
な
完
了
閉廷計画で示された三つの期限’二○○四年末までに捜査終了、二○○八年末までに第一審裁判段階の裁判終
了、二○’○年までにすべての事件処理を終了ｌを守るためには、事件審理中に閉廷することはできないため、
ＩＣＴＹにおいてすべての事件が完了した状態をできうる限り早く達成するべく係属中の事件処理の速度を速める
2３
前節で紹介したように事件処理の迅速化のためにＩＣＴＹは数々の改正を行ったのであるが、事件処理の迅速化
だけでは二○一○年までにすべての業務を終了させることは不可能と考えられた。閉廷計画の期日を遵守するため
には、ＩＣＴＹで審理する事件の絶対数を減らす必要があったのである。そこで考案されたのが、国家への事件委
託である。この事件委託の制度は、ＩＣＴＹで既に起訴された事件であっても各国の国内裁判所に委ねてＩＣＴＹ
の
取
り
扱
い
事
件
数
を
減
少
さ
せ
る
策
と
し
て
活
用
が
求
め
ら
れ
た
の
で
あ
る
。
閉廷計画以前にも手続の合理化等を図るべく多様な改正が行われていたが、閉廷計画を受けて事件処理の迅速化
（Ⅳ）
を図るための改変が多く行われている。ＩＣＴＹにおける裁判迅速化のための組織改変として、臨時裁判官（。＆｛『‐
（肥）
訂ミ］＆、の）の制度が導入されていたが、二○○’一一年一○月には、これまでの制限を撤廃して臨時裁判官が予審段
階でも参加することが可能とされた。また、臨時裁判官の増員がＩＣＴＹにおける事件処理の迅速化にさらに貢献
すると考えられ、一一○○八年一一月二○日、安保理は最大一一一名の存在が認められていた臨時裁判官を、臨時に一六
名
ま
で
拡
大
す
る
こ
と
を
許
容
し
た
。
（四）
上訴裁判部の組織改革や弁護人組織の規定改正に加違えて、他にも数々の手続きの改定が行われた。例えば、一人
の裁判官が裁判続行できなくなっても裁判自体は継続して審理できるようにするなど、手続の合理化と迅速化を図
る改良が行われていった。しかし、事件処理のさらなる迅速化の努力を求める圧力に対して、二○○四年の報告書
の中でＩＣＴＹ裁判所長は、これ以上の改革は、裁判の公平性を保障しつつ審理を行うことを困難とする可能性が
あ
る
と
反
発
し
た
こ
と
も
あ
る
よ
う
に
、
裁
判
の
質
を
維
持
す
る
上
で
は
迅
速
化
に
も
限
界
が
あ
っ
た
の
で
あ
る
。
３
国
家
へ
の
事
件
委
託
こ
と
が
必
要
と
さ
れ
た
。
2４
日ユーゴ国際刑事裁判所（ＩＣＴＹ）の閉廷計画と国家への事件委託
国家への事件委託の制度を導入するため、ＩＣＴＹは委託の問題を扱う裁判官団を新たに設置するなど、手続証
拠規則の改正を行った。以下でこれらＩＣＴＹによる改正を紹介する。
最も重大な犯罪と最上級の高官が関る事件の審理にＩＣＴＹは専念すべきとする安保理からの要請に従い、手続
証拠規則の規則二八が改正された。改正された規則二八（Ａ）では、検察官が提起する起訴状を裁判官が確認する
前に、事務局がＩＣＴＹの管轄下の犯罪について最も責任がある最上級の指導者（曰・の【の①己○二①己円の）のいずれか
が関る起訴とみられるか否かを判断し、その旨判断された起訴のみが裁判所所長の手を経て規則四七の手続が継続
されることが定められた。これはＩＣＴＹにおける今後の起訴が最も高官である者に限定されることを意味する。
このようにＩＣＴＹで扱われる事件に新たに制約が加えられたのであった。
次に、国家への事件委託を可能とするため、二○○一一年一一一月、手続証拠規則の規則一一の一一が改正された。元々
の規則この二は、国内裁判所で取り扱われている事件についてＩＣＴＹでの起訴を停止させるために一九九七年
に挿入された規則であったが、新たに事件委託の制度が同規則に導入されたのである。改正きれた規則三の一一
（Ａ）は、起訴が行われた後であっても公判開始前ならば、ＩＣＴＹから国家に事件処理が委託されうることを認
めるものであった。当初、事件が委託される先としては、①犯罪が行われた領域国、又は②被疑者が逮捕された国
とされていたが、後に二○○四年に規則は更に改正され、③管轄権を有し事件を受け入れる意思と十分な用意があ
るいずれかの国への委託も許容されることとなった。また、委託先は国の国内裁判所が想定されているが、外国人
裁判官の参加や一部国際的な制度が関与しているなど国際的な要素を含む制度であっても、委託可能性が否定され
るわけではない。具体的にはポスニア・ヘルッェゴビナの一部の法廷に見られるように、他の国内裁判所とは少々
（１）手続証拠規則の改正
2５
規則一一の一一「他の裁判所への起訴の委託」（宛鳥目＆・開ｓ二己】○日・貝（・言・弓①【ｎ．目）
．Ａ）裁判所長は、起訴状が確認された後で公判が開始前は、被告人がＩＣＴＹに身柄を拘束されているか否か
に関わらず、第一審裁判部から選出された三名の常任裁判官からなる裁判官団（以下「委託裁判官団」と呼ぶ。）
を任命することができる。委託裁判官団は、次に該当する国家当局に事件が委託されるべきか否かのみを独占的
に決定し、国家当局は、直ちに裁判するのに適当な国内裁判所に事件を委託しなければならない。
（ｉ）犯罪が行われた領域国、又は、
（Ⅱ）被告人が逮捕された領域国、又は、
（逝）管轄権を有し、当該事件を受け入れる意思と十分な用意がある国。
（且委託裁判官団は、検察官に対して、また可能な場合は被告人に対しても意見を述べる機会を与えた後に、被
告人が公正な裁判を受け、かつ死刑が科されない又は執行されないと確信した後に、職権により又は検察官の要
異なる裁判官構成や手続が取られる法廷も排除されていないのである。実際、事件委託の制度の利用を見るならば、
委託された事件の大半はポスニア・ヘルッェゴビナが委託先であった。
ＩＣＴＹは組織的改変も行っている。諸国への事件委託の手続の円滑化並びに適正手続と人権保障の確保を目的
として、一一○○五年一一月、「委託裁判官団（宛の苛目巴国８ｓ）」を設置するための規則改正が行われた。「委託裁判官
団（【の符圓臣の二ｓ）」とは、’一一名の常任裁判官からなるパネルであり、国家への事件委託の是非を判断する任務に
ある。委託裁判官団は、規則この一一（Ｂ）に基づき、検察官の要請により又は職権により事件委託を命令するこ
とができる。被告人又は検察官は委託裁判官団の決定を不服として上訴することが認められている・
規
則
こ
の
一
一
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。
2６
日ユーゴ国際刑事裁判所（ＩＣＴＹ）の閉廷計画と国家への事件委託
請により委託を命令することができる。
（Ｃ）委託裁判官団は、（Ａ）項に従って事件を委託するか否かを決定する際には、安全保障理事会決議一五三四
（一一○○四）に従い、問われる罪の重大性と被告人の責任の程度を勘案する。
（Ｄ）本規則に従って命令が発せられる場合は、次のとおりとする。
（ｉ）被告人がＩＣＴＹに身柄を拘束されているときは、関係国の当局に移送きれる。
（ｈ）委託裁判官団は、特定の証人又は被害者のための保護措置が継続することを命令することができる。
（》、）検察官は、自らが適当と考える事件のすべての関連情報、特に起訴を裏付ける資料を関係国の当局に提供
（Ｄ）本規、
（ｉ）被岸
（ｈ）委三
（通）検壷
する。
（Ｆ）委託裁判官団は、本規則に従って命令が発せられた後で被告人が国内裁判所により有罪又は無罪を宣告さ
れる前ならば、検察官の要請により、かつ関係国の当局に意見を述べる機会を与えた上でいつでも当該命令を
撤回し、規則一○の規定の範囲内で事件移送の正式要請を行うことができる。
（Ｇ）委託裁判官団は、本規則に従って発せられた命令を撤回した場合は、関係国に対し被告人をＩＣＴＹの所在
地に移送することを求める正式な要請を行うことができ、当該国は、規程第二九条を遵守する形で遅滞なくこの
要請に応じなければならない。委託裁判官団又は－の裁判官はまた、被告人の逮捕状を発することができる。
百）委託裁判官団は、本規則の下で第一審裁判部に認められた権限を有し、かつ適用可能な限り第一審裁判部の
ために定められた手続に従わなければならない。
（Ｅ）委託裁判官団は、被告‐
を特定しなければならない。
（・Ⅳ）検察官は、自らに代わって国内裁判所の手続を監視する傍聴人を派遣することができる。
〕）委託裁判官団は、被告人の逮捕状を発することができる。当該逮捕状は被告人が裁判のために移送される国
2７
また、規則この一一（Ａ）に基づき、委託されうる事件はＩＣＴＹで起訴されつつも未だ公判が開始していない
事件に限られる。この点、予審裁判部で係属中の事件は公判前であるとして国家への事件委託の対象とされうる。
最も重要な条件は、委託対象の事件の性質である。安保理決議一五三四（一一○○四）を受けて規則一一の一一（Ｃ）
が改正され、事件委託の可能性を検討するにあたり、委託裁判官団は容疑の犯罪の重大性（四皀冒・【号の＆白の）
と被疑者の責任の程度（］のぐ①］・可・の己・皀巨ご）を考慮に入れることが定められた。これは、最も重大な犯罪や高官
が関る事件の裁判にＩＣＴＹが専念し、それ以外の裁判は国内裁判所に委ねることが意図されているからである。
そもそもＩＣＴＹは重大な国際法上の犯罪のみを対象とする事項的管轄権を有することから、普通犯罪は起訴対
象外である。しかし、閉廷計画を遵守するためには事件委託を行わなければならず、あえて重大な国際法上の犯罪
国には、事処
さ
れ
て
い
る
。
（２）事件委託の諸条件
ＩＣＴＹで起訴されながらも国内裁判所に委ねられる事件は、幾つかの条件を満たさなければならない・ここで
規則この一一及び安保理決議により定められた事件委託の諸条件を検討する。
まず手続上の条件が満たされていなければならない。事件委託は委託裁判官団の職権により、又は検察官の要請
により行われる。被告人や関係国に事件委託を正式に要請する権限は認められていない。後述するように被告人や
国には、事件委託の是非のみならず、委託先の国の選択についても決定権はなく、委託裁判官団が専断するものと
（１）事件の委託是非に関する委託裁判官団の決定に対する被告人又は検察官による抗告は権利として認められ
る。抗告の通知は、当該決定の日から一五日以内に行われなければならない。当該決定が下された時に被告人が
欠席し又は代理されていなかった場合には、被告人が当該決定を通告された日から期限は経過する。」
、
2８
旧ユーゴ国際刑事裁判所（ＩＣＴＹ）の閉廷計画と国家への事件委託
の中でもその重大性で区別を設けたのである。被疑者の責任程度を判断する上では、当該被告人の軍事階級及び犯
（ｍ）
行における実際の役割の両方が勘案される。□①］庁事件においてポスニァ・ヘルッェゴビナへの事件委託を許可し
（皿）
ない決定が下されたように、委託が提案されても事件の重要性に鑑み委託が認められない場ヘロもある。ＩＣＴＹは
責任程度において最上級（曰・…③已日）の者の裁判のみを行い、中級（三①自己亘の）ないし下級（一・三のＲ）の者の裁
判を国内裁判所に任せることとされたのである。
次に委託先の国における事件の取扱態様に関する条件も満たされなければならない。国家への委託は、当該国に
おいて被疑者が公正な裁判を受けうること、及び死刑が適用ざれ執行されないことが条件とされる。一般的な公正
（犯）
な裁判の基準として、委託裁判官団はＩＣＴＹ規程第二一条及び自由権規約第一四条を引用している。また、条件
として規則に明記はされていないが、委託先の国家が被告人の犯罪行為を犯罪として訴追しうるだけではなく適切
（羽）
な刑を与砦えうるに適確な司法構造を持つことを委託裁判官団は求めている。
以上のように、委託裁判官団は、職権により又は検察官の要請により、ＩＣＴＹにおいて起訴済みであるが公判
前の事件を国の当局に委託してＩＣＴＹでの当該事件処理を終了させることができ、その判断の際には、犯罪の重
大性及び被疑者の責任レベルに加えて、委託候補先の国が国際人権基準と適正手続を遵守しうるか否かを考慮する
の
で
あ
る
。
二○○四年の安保理決議一五一一一四の要請に基づき、ＩＣＴＹの裁判所長及び検察官は、閉廷計画の実施の進展状
況を安保理に報告しなければならない。閉廷作業に関するＩＣＴＹの報告書（以下、閉廷計画実施経過報告書）は
三
閉
廷
計
画
の
進
展
状
況
の
検
証
2９
１
二
○
○
四
年
の
捜
査
終
了
閉廷計画では二○○四年の時点で全ての捜査を終了させることが命じられた。この閉廷計画の期日を遵守するた
め、検察局は二○○四年までにＩＣＴＹに起訴するか起訴を断念して捜査を打ち切るかの判断を迫られた。ＩＣＴ
Ｙ設立初期の取扱事件を見るならば、ＩＣＴＹが重大な指導者に限定して訴追してきたわけではないことは明らか
である。この点、閉廷計画が承認された後の検察官は前任者にはなかったプレッシャーを受けたとえいる。より重
大な事件や大物を訴追対象に限定し、取扱事件数も限定することが求められたからである。
二○○四年の年末に最後の起訴状を提出した後にも、ＩＣＴＹ検察の手元には起訴までこぎつけなかった多くの
事件とそれら事件の証拠資料等が残った。これらを放置することを良しとせず、検察局はＩＣＴＹで起訴するに至
らなかった事件の情報や証拠を関係国の国内当局に提供し、各国の国内裁判所で事件を訴追する道を残したので
あった。しかし、ＩＣＴＹ検察局が捜査を終了させた二○○四年の時点では、旧ユーゴスラビア領域ではＩＣＴＹ
に非協力的な国もあり、これら諸国が公正かつ中立に適正手続と人権を遵守する形で訴追及び裁判を行いうるか、
憂慮されていた状態にあったことが喚起される。そのような中でのＩＣＴＹによる捜査終了は、不処罰の許容とも
捉えられかねない。閉廷計画が定められた後、ＩＣＴＹが旧ユーゴスラビア領域の諸国における司法制度の整備と
拡充に向けた支援に前にも増して積極的に乗り出していったのは、このような危倶を現実のものとしないためで
あったといえよう。ＩＣＴＹの検察局は、現地検察官と密接に連絡をとり、情報提供した事件が国内裁判所におい
二○○四年五月から六ヵ月毎に安保理に提出されている。本章では、これら報告書を素材としてＩＣＴＹの閉廷計
画の進行状況を紹介し、若干の問題点を指摘する。特に国家への事件委託がどのように行われているか紹介した上
で、次章で法的論点の議論に入る。
3０
日ユーゴ国際刑事裁判所（ＩＣＴＹ）の閉廷計画と国家への事件委託
２
１
Ｃ
Ｔ
Ｙ
に
お
け
る
事
件
処
理
閉廷計画では、二○○四年までに捜査は終了され、捜査に基づき起訴された事件は、二○○八年の年末までに第
一審裁判部段階での処理を終了させ、二○一○年に上訴を含めたすべての事件処理を完結させることとされてい
る。この裁判終了期限を守るためには、ＩＣＴＹは事件処理の速度を速める必要があった。
（妬）
二○○八年五月の段階で、ＩＣＴＹでは一一一名の被告人の裁判が終了している。同月ＩＣＴＹから安保理に提
出された閉廷計画実施経過報告書では、当初予定の閉廷期限より遅れ、すべての事件の上訴が二○一一年に終了す
（妬）
る見込みであると報告されている。このように現時点で既に当初の計画通りに二○一○年にすべての事件処理を終
了
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
て
い
る
。
二○○八年五月に本報告書が提出された時点では起訴された一六一名の被疑者中四名が逃亡中と報告されたが、
その後のカラジッチ氏の逮捕により未拘束者は減っている。ＩＣＴＹにより起訴きれた被告人で未だ身柄が確保さ
れていないのは、ムラジッチ、国己号の一一名である。ＩＣＴＹは、これら犯罪者が逮捕ざれ裁判にかけられない（幻）
かぎり、正義と平和と和解を旧ユーゴスラビア領域にもたらすというＩＣＴＹの主要な目的が大きく損なわれると
述べ、これらの被告人の事件について最後まで成し遂げる必要性と意力を示している。
こ
の
よ
う
に
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
は
ム
ラ
ジ
ッ
チ
氏
を
含
む
残
り
の
三
名
の
裁
判
に
つ
い
て
も
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
で
実
施
す
る
こ
と
を
意
図
し
て
お
り、計画期限の厳守よりもこれら重大犯罪の被疑者の裁判を優先する態度にあることが見て取れる。また、ＩＣＴ
Ｙ裁判所長は、閉廷計画実施経過報告書の中で、ＩＣＴＹは国際裁判機関として適正手続を厳守しなければならず、
て起訴がかなうよう支援を行っている。また、旧ユーゴスラビア領域の司法当局にＩＣＴＹの所蔵文書及びデーター
（型）
ベースへのアクセスを認め、各国の司法当局が効果的に裁判を行』えるよう情報の提供を進めている。
3１
事件委託制度を導入するための規則改正後、二一一件の事件委託が提案され、一一一一件中一五名の被告人が関係する
（羽）
九件の委託が決定されている。委託が承認された事件の内一○名の被告人は委託裁判官団の決定を不服として上訴
裁判部に抗告したが、その中で唯一、上訴裁判部によって被告人の不服申立が認められて事件委託の決定が覆され
タジッチ事件に見られるように、ＩＣＴＹは設立初期には高官ではない者の訴追も行っていたが、閉廷計画の採
択以降はそれら高官ではない者達の事件を国内裁判所に委ねることが求められた。そのような被疑者の中には既に
ＩＣＴＹが身柄確保し予審段階に手続を進めていたものもあったが、ＩＣＴＹは手続の継続にあたり再検討を迫ら
れ
た
の
で
あ
る
。
（犯）
適正手続や公正な裁判の国際的基準を犠牲とする形で閉廷への政治的圧力に屈することはできないと苦一一一一□則０述べて
いつＣＯもちろんＩＣＴＹも安保理の決定を無視する意図はなく、閉廷に向けた努力を行っている。検察は、起訴事実に
おいても簡潔化を図るよう求められ、裁判の迅速化のために訴追する容疑数を制限するなど起訴の修正も行われ
た。他にも例えば検察は喚問する証人人数の削減を試みており、想定されていた裁判時間の三分の一に短縮した事
（羽）
件例ｊもある。また、事件処理迅速化の案として、検察局は、先行する事件において一度認定された事実については、
（釦）
（皿）
事件が異なるとしてｊＤ再度立証の手間を省くことや、重要証一一一一口以外は文書による証人の証一一一一口を許容することなど、
迅速化のためのさらなる改善案を提起している。検察局のみならずＩＣＴＹ全体としても裁判及び上訴の迅速化に
（犯）
関
す
る
作
業
部
会
を
設
置
し
て
期
限
遵
守
の
方
法
を
模
索
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
３
国
家
へ
の
事
件
委
託
（１）事件委託件数
3２
日ユーゴ国際刑事裁判所（ＩＣＴＹ）の閉廷計画と国家への事件委託
（２）委託先の国における事件処理
ポスニァ・ヘルッェゴビナの裁判所の戦争犯罪部は、ＩＣＴＹから委託された事件の内二件を完了し、四件の裁
判を続行中である（一一○○八年五月現在）。最初にＩＣＴＹから委託された事件であっため国二三・事件については、
二○○七年一一一月一一八日にポスニァ・ヘルッェゴビナ裁判所が強姦及び拷問の罪で起訴された被告人に対して一一○年
の刑を宣告したが、同人は同年五月一一五日に脱獄し、未だ逃亡中である。この件に関しては、の国具三・本人及び
（弱）
脱獄常助者が未だ逮捕されていないことへの憂慮がＩＣＴＹにより一示されている。
クロァチァ当局に委託された一一名の被告人の事件は二○○七年六月一八日に審理が開始され、裁判が継続中であ
る。セルビァに委託されたきごｇｏ言事件では、被告人の精神衛生状態が刑事訴追を許さないとの決定が一一○○七
年一二月五日に下された。これらの事件処理に関して、ＩＣＴＹはＯＳＣＥ（欧州安全保障協力機構、◎垣昌呂○二
。【の①○三Ｑ目□の。。Ｃ囚呂・自白団員・ロ①）の報告書や人権団体の報告書を参考として検討した結果、適正手続に関する
（妬）
国際規範を遵守して実施されたとの見解を示している。二○○四年の段階では、旧ユーゴスラビア領域の諸国の裁
判
所
の
い
ず
れ
も
、
国
際
人
権
と
公
正
な
裁
判
の
基
準
が
十
分
に
確
保
さ
れ
る
と
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
が
確
信
で
き
る
形
で
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
で
起
訴
さ
（訂）
れた被告人を裁判する立場にないと酷評されていたことを想起するならば、現在ではＩＣＴＹから事件の委託が可
能とされる状態に至った点で、旧ユーゴスラビア領域の諸国の司法制度は飛躍的に進歩したと評価できる。
たのが二三巨再の事件である。なお、同被告人との関連性から、被告人が抗告しなかったの『①量の巨言事件も
事件委託の決定が覆された。二○○八年五月現在、’○名の被告人がポスニア・ヘルッェゴビナの裁判所の戦争犯
罪
部
に
、
二
名
が
ク
ロ
ア
チ
ァ
当
局
に
、
一
名
が
セ
ル
ビ
ア
に
、
各
々
の
国
の
国
内
裁
判
所
で
裁
判
を
行
う
た
め
既
に
身
柄
が
移
送
さ
（鍵）
れ
て
い
る
。
3３
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
の
検
察
局
は
、
委
託
後
の
各
国
国
内
裁
判
所
に
よ
る
事
件
処
理
に
つ
い
て
も
監
視
を
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
お
り
、
そ
れ
は
Ｏ
Ｓ
Ｃ
Ｅ
か
ら
の
協
力
を
通
じ
て
行
わ
れ
て
い
る
。
ポ
ス
ニ
ア
・
ヘ
ル
ッ
ェ
ゴ
ビ
ナ
、
ク
ロ
ア
チ
ア
及
び
セ
ル
ビ
ア
に
あ
る
Ｏ
Ｓ
Ｃ
Ｅ
の
事
務
所
か
ら
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
の
検
察
局
に
対
し
て
毎
月
報
告
書
が
提
出
さ
れ
て
お
り
、
同
報
告
書
は
、
検
察
官
が
委
託
裁
判
官
団
に
対
し
（犯）
て提出する各事件の進展状況報上口書を作成する上で参考とされているのである。
このようにＩＣＴＹでは事件委託の先例が増える中、ＩＣＴＲでは二○○八年五月現在で諸国への事件委託が二
件
、
及
び
委
託
是
非
が
審
議
中
の
も
の
が
五
件
と
、
比
較
的
少
な
い
。
事
件
委
託
が
決
定
さ
れ
た
の
は
、
フ
ラ
ン
ス
へ
の
委
託
が
認
め
（羽）
られた一一○○七年一一月一一一一日のＦ目局口己口○冒宮白白事件と、三国・§］四四三目】の②ご禺四事件の一一件だけである。Ｉ
ＣＴＹに比べＩＣＴＲによる事件委託数が少ないのは、団信閨、目四事件の委託失敗が尾を引いているともいわれ
る
。
本
件
を
国
家
に
委
託
す
る
努
力
は
二
○
○
六
年
二
月
一
五
日
か
ら
始
ま
っ
た
の
だ
が
、
検
察
が
ノ
ル
ウ
ェ
ー
へ
の
事
件
委
託
を
要
（
㈹
）
，
請
し
た
と
き
、
第
一
審
裁
判
部
と
上
訴
裁
判
部
は
そ
の
要
請
を
許
可
し
な
か
っ
た
。
そ
の
理
由
は
、
ノ
ル
ウ
ェ
ー
が
集
団
殺
害
犯
罪
と
そ
の
他
戦
争
犯
罪
を
法
典
化
し
て
い
な
い
た
め
国
際
法
上
の
犯
罪
と
し
て
訴
追
し
処
罰
す
る
こ
と
に
問
題
が
あ
る
と
判
断
さ
れ
た
た
め
で
あ
る
。
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｒ
の
上
訴
裁
判
部
は
、
ノ
ル
ウ
ェ
ー
へ
の
事
件
委
託
を
認
め
な
い
決
定
が
今
後
の
閉
廷
計
画
の
遂
行
に
支
障
を
き
た
（虹）
す
可
能
性
を
認
め
つ
つ
も
、
国
際
人
道
法
の
重
大
な
違
反
と
し
て
訴
追
し
え
な
い
国
内
裁
判
所
へ
の
委
託
を
否
｛
正
し
た
の
で
あ
る
。
本
件は、一一○○七年四月一三日にオランダヘの事件委託が一度は容認きれたが、後に委託が取消きれた。この先例に
基
づ
き
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｒ
は
事
件
委
託
先
の
国
家
が
集
団
殺
害
犯
罪
や
人
道
に
対
す
る
犯
罪
と
い
っ
た
国
際
法
上
の
犯
罪
を
国
内
法
で
も
犯
（蛆）
罪と定めている国家に限｛正して事件委託を行うこととしている。
４
残
さ
れ
た
課
題
（１）職員の離脱
3４
日ユーゴ国際刑事裁判所（ＩＣＴＹ）の閉廷計画と国家への事件委託
（２）各国の司法当局の能力向上への支援
旧ユーゴスラビア地域の国内司法制度の能力構築に貢献することは、ＩＣＴＹの閉廷計画の本質的な一部と考え
ら
れ
て
い
る
。
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
が
取
り
扱
う
事
件
の
種
類
と
事
件
数
が
限
定
さ
れ
る
中
、
犯
罪
処
罰
の
徹
底
を
図
る
上
で
は
、
国
家
に
よ
る
管轄権の行使が不可欠であるからである。特に犯罪との連結が強い紛争地域国は、犯罪に対する管轄権を有する国
として積極的に裁判を実施していくことが求められる。このように各国の国内裁判所の管轄権に対する期待が高ま
る
一
方
で
、
こ
れ
ら
紛
争
地
域
国
に
よ
る
管
轄
権
の
行
使
が
国
際
法
の
求
め
る
基
準
に
達
す
る
か
は
疑
問
視
さ
れ
て
い
た
。
そ
も
そ
も
ＩＣＴＹの設立自体が国内裁判所の機能不全が理由の一つであった。そのため、旧ユーゴスラビア領域の諸国には
速やかに適切な司法制度を構築し、公正かつ中立な態様で、人権と適正手続を遵守する形で捜査し訴追し裁判し処
罰する体制を整えることが求められたのであった。実効的かつ公正な管轄権行使を可能とする国内制度の拡充のた
め、旧ユーゴスラビア領域の諸国に支援を行うよう安保理決議一五○一一一は他の諸国にも要請したのである。
ＩＣＴＹ自体も各種の支援を行ってきた。ポスーーァ・ヘルッェゴビナにおける司法制度へのＩＣＴＹの影響力が
一一○○二年を境として飛躍的に増加したのは、ＩＣＴＹが閉廷計画の圧力を受けて、同国における司法制度の再構
（“）
築に大きな関、心を抱き始めたからだと分析されている。紛争地域国の司法制度はＩＣＴＹが事件委託を許容し始め
るほどに回復してきてはいるが、まだ改善すべき点は多いとして、ＩＣＴＹは適切な拘置施設とそれら施設におけ
実
務
的
問
題
に
目
を
向
け
る
な
ら
ば
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
の
閉
廷
計
画
の
遂
行
に
支
障
を
き
た
し
始
め
て
い
る
の
が
、
職
員
の
退
職
の
増
加
である。ＩＣＴＹの閉廷が決定事項であり閉廷期限が近づくにつれ、経験豊かな職員がＩＣＴＹを去り、より安定
的な他の機関に転職する動きが加速している。ＩＣＴＹは安保理及び加盟国に対してＩＣＴＹの業務終了まで優秀
（⑬）
な
職
員
を
保
持
で
き
る
よ
う
追
加
的
な
支
援
を
要
求
し
て
い
る
。
3５
（妬）
る被疑者の適切な処遇の必要性を強調している。そのため、警察及び拘置所職員に適正手続と人権基準を教育し、
国
際
的
な
基
準
を
満
た
す
こ
と
が
最
優
先
と
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
は
説
い
て
い
る
。
ま
た
、
国
内
に
お
け
る
制
度
構
築
と
整
備
の
支
援
の
み
な
ら
ず、情報提供の面でもＩＣＴＹは協力的姿勢を強化している。例えば、二○○七年七月に規則七五が改正され、Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
が
保
管
す
る
機
密
文
書
等
へ
の
ア
ク
セ
ス
が
司
法
当
局
等
に
許
さ
れ
る
運
び
と
な
っ
た
。
当
該
改
正
は
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
と
旧
ユ
ー
ゴ
ス
ラ
ビ
ア
地
域
の
国
内
裁
判
所
の
間
の
司
法
協
力
を
改
善
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
行
わ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
こ
の
改
正
を
受
け
（妬）
て、国内裁判所から大量の申請が提山山されている。
紛争地域の各国がＩＣＴＹの理念を引き継いで裁判を実施していく上で、紛争地域の諸国間での国家協力の面で
課
題
が
残
っ
て
い
る
。
例
え
ば
、
捜
査
及
び
訴
追
へ
の
協
力
に
加
え
、
こ
れ
ら
紛
争
地
域
の
諸
国
間
で
引
渡
を
可
能
と
す
る
た
め
に
は
既
存
の
法
律
の
改
正
を
要
す
る
国
も
あ
る
か
ら
で
あ
る
。
（３）－ＣＴＹの経験・知識の伝授
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
は
、
Ｉ
Ｃ
Ｃ
と
い
っ
た
将
来
の
裁
判
に
資
す
る
こ
と
を
意
図
し
て
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
の
裁
判
官
、
検
察
官
及
び
弁
護
人
が
戦
争
犯
罪
事
件
の
処
理
過
程
で
面
し
た
課
題
等
を
情
報
化
し
て
後
続
の
者
達
に
伝
授
す
る
方
法
を
模
索
し
て
い
る
。
具
体
的
な
方
法
と
し
て
（仰）
は、各種のマニュアルの作成が試みられている。ＩＣＴＹの成果は、ＩＣＣといった活動を継続していく国際機関
に
お
け
る
裁
判
に
、
ま
た
、
各
国
の
国
内
裁
判
所
に
お
け
る
国
際
法
上
の
犯
罪
の
処
罰
に
お
い
て
参
考
と
さ
れ
る
部
分
は
大
き
い
で
あ
ろ
う
。
実
務
家
に
限
ら
ず
、
学
者
も
国
際
人
道
法
及
び
国
際
刑
事
法
の
発
展
に
寄
与
し
た
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
の
先
例
を
消
失
さ
せ
る
こ
と
な
く
注
目
す
る
こ
と
が
必
要
と
考
え
る
。
3６
ゴ国際刑事裁判所（ＩＣＴＹ）の閉廷計画と国家への事件委託日ユ
１
国
家
に
事
件
委
託
す
る
権
限
事
件
委
託
の
制
度
の
活
用
は
閉
廷
計
画
の
遂
行
上
考
案
さ
れ
た
も
の
で
あ
り
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
設
立
当
初
に
想
定
き
れ
て
い
た
制
度
で
は
な
い
。
し
た
が
っ
て
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
を
設
立
し
た
安
保
理
決
議
も
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
規
程
も
同
制
度
を
定
め
て
い
な
い
。
そ
の
た
め
、
事
件
委
託
の
制
度
導
入
の
法
的
な
正
当
性
が
問
題
と
さ
れ
る
。
も
ち
ろ
ん
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
が
旧
ユ
ー
ゴ
ス
ラ
ビ
ア
領
域
で
発
生
し
た
重
大
な
国
際
法
上
の
犯
罪
の
す
べ
て
を
訴
追
し
審
理
す
る
こ
と
は
規
本
章
で
は
、
事
件
委
託
の
制
度
が
提
起
す
る
管
轄
権
に
関
す
る
法
的
問
題
点
を
取
り
上
げ
検
討
す
る
。
前
章
で
紹
介
し
た
よ
う
に
、
事
件
委
託
の
制
度
は
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
が
起
訴
し
た
事
件
の
処
理
を
管
轄
権
を
有
す
る
国
の
当
局
に
委
託
す
る
も
の
で
あ
る
。
管
轄
権
を
有
する国としては、犯罪との連結（ロ①目の）が強い旧ユーゴスラビアの紛争地域の諸国が最も有力と考えるならば、
事
件
委
託
の
制
度
の
導
入
は
、
紛
争
地
域
の
諸
国
が
平
和
と
安
定
を
取
り
戻
し
秩
序
回
復
し
た
結
果
、
こ
れ
ら
の
国
の
司
法
当
局
へ
の
信頼性が高まった所以とも言え、望ましくも感じる。しかし、一度はＩＣＴＹでの裁判が妥当と判断して起訴した
事件を国内裁判所に委託するということの一貫性の欠如は甚だしい。安定性と一貫性が求められる司法制度におい
て
、
起
訴
後
に
法
廷
地
を
変
更
す
る
こ
と
が
単
な
る
方
針
の
転
換
と
し
て
許
容
さ
れ
る
べ
き
か
疑
問
も
残
る
。
ま
た
、
委
託
後
は
適
用
（蛆）
法
規
等
の
問
題
は
委
託
先
の
国
家
が
決
定
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
お
り
、
手
続
上
も
一
貫
性
が
保
ち
う
る
か
危
慎
さ
れ
る
。
さ
ら
に
、
法
廷地選択の権利は被告人にはないとはいえ、法廷地や言語並びに刑法及び刑事訴訟法といった適用法規など環境が
大
き
く
変
更
す
る
こ
と
は
、
弁
護
の
準
備
上
で
も
被
告
人
に
不
利
益
を
も
た
ら
し
う
る
と
考
え
ら
れ
る
。
こ
の
よ
う
に
国
家
へ
の
事
件
の
委
託
は
多
く
の
法
的
及
び
実
務
的
問
題
を
内
包
し
て
い
る
と
考
え
る
が
、
特
に
本
章
で
は
管
轄
権
間
の
理
論
的
問
題
に
着
目
す
る
。
四
事
件
委
託
に
関
る
管
轄
権
の
問
題
の
考
察
3７
事
件
委
託
制
度
の
合
法
性
に
対
す
る
疑
念
は
、
委
託
裁
判
官
に
よ
る
事
件
委
託
の
決
定
を
不
服
と
し
て
抗
告
し
た
被
告
人
か
ら
も
提
起されている。の［冒云・ａＣ事件において被告人は安保理によるＩＣＴＹ規程の改正がない以上、事件委託の制度を
（印）
導
入
す
る
法
的
な
要
件
は
満
た
さ
れ
て
い
な
い
と
主
張
し
た
。
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
上
訴
裁
判
部
は
、
こ
の
主
張
を
認
め
ず
、
国
家
管
轄
権
に
事
件を委託する黙示的権限がＩＣＴＹ規程第九条により認められ、安保理決議一五○三及び一五一一一四が当該黙示的権
（皿）
限を支持していると述べた。ＩＣＴＹはＩＣＴＹ規程第九条に基づき国内裁判所に対して優越する裁判管轄権を有
（記）
するが、これはＩＣＴＹが唯一の管轄権であることを意味しないと説明し、競△口する管轄権の存在が認められてい
る
こ
と
も
根
拠
と
し
て
述
べ
ら
れ
た
。
確かにＩＣＴＹ規程第九条はＩＣＴＹの管轄権の優越性を定めつつ、競合する国家管轄権の存在を否定してはい
ない。したがってＩＣＴＹが優越的な管轄権の行使を控えて競合する管轄権の存在を認めて事件を委託すること
（記）
は、ＩＣＴＹ規程第九条に反するものではなく、閉廷期限を守る上で必要な措置であると一一一一口われている。しかし、
程起草者からも期待されていなかった。しかし、そもそもＩＣＴＹの設立理由の一つが属地的管轄権を有する紛争
地
域
国
で
の
裁
判
に
期
待
す
る
こ
と
が
困
難
で
あ
っ
た
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
こ
と
か
ら
も
、
既
に
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
が
起
訴
し
た
事
件
を
国
家
に
委
託
す
る
こ
と
も
想
定
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。
さ
ら
に
合
法
性
に
つ
い
て
議
論
の
余
地
を
残
し
て
し
ま
っ
た
の
は
、
閉
廷
計
画
を
承
認
し
た
安
保
理
決
議
が
、
閉
廷
期
限
を
示
し
て
ＩＣＴＹがより重大な事件に専念することを要請しつつも、ＩＣＴＹ規程の改正を行わなかった点に由来する。Ｉ
〈蛆）
ＣＴＹ自身も安保理による規程改正を要するとの見解を一示していたが、結局規程は改正されることなく、ＩＣＴＹ
は自ら手続証拠規則を改正してＩＣＴＹにおける取扱事件を重大な犯罪と重大な責任を有する者が関る事件に限定
す
る
と
と
も
に
事
件
委
託
の
制
度
を
導
入
し
た
の
で
あ
る
。
法
改
正
が
適
正
な
手
続
を
踏
ん
で
い
な
い
と
批
判
さ
れ
る
可
能
性
が
残
さ
れ
た
の
で
あ
っ
た
。
3８
旧ユーゴ国際刑事裁判所（ＩＣＴＹ）の閉廷計画と国家への事件委託
２
事
件
委
託
と
引
渡
次
に
事
件
委
託
と
引
渡
と
の
関
係
に
つ
い
て
検
討
す
る
。
国
家
か
ら
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
へ
の
被
疑
者
の
身
柄
移
送
は
、
伝
統
的
な
意
味
で
の
「引渡（①自己三・口）」とは異なると一般的に解されている。同時に、ＩＣＴＹから国家当局への起訴の委託に伴う
被
告
人
の
身
柄
移
送
も
、
引
渡
に
該
当
し
な
い
と
判
定
さ
れ
て
い
る
。
引
渡
に
該
当
し
な
い
こ
と
か
ら
、
国
際
法
又
は
国
内
法
や
引
渡
ある。 委託
裁
判
官
団
は
安
保
理
決
議
を
基
礎
と
し
て
、
権
限
あ
る
国
家
管
轄
権
で
の
裁
判
の
た
め
に
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
が
委
託
し
う
る
か
否
か
、
（弱）
その場〈ロにはいずれの管轄権に移送されるかを決定する権限を有するとして、自らの権限の正当性と専属性を強調
している。委託是非は安保理決議又は規則が定める条件に従う限り、委託裁判官団の完全な裁量の範囲内とされて
（町）
いる。個別国家が委託手続に追加的な条件を付したり、委託を行箔７１ＣＴＹの自由を制限することはできないので
一般的に法制度はその制度及び手続が明確性と予測可能性を備えたものでなければならないことを考えるならば、
安保理決議一五○｜一一及び一五一一一四のみを根拠として規則一一の一一を改正したＩＣＴＹは裁判制度として具備しなけ
（別）
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また、事件委託の制度導入は、規則六（Ｄ）との抵触が疑われてもいる。規則六（Ｄ）は規則の改正の効力に関
する定めであり、係争中の被告人又は有罪又は無罪宣告された者の権利に予断を与える形で改正が作用しないこと
を規定している。そこで同規則が事件委託の制度導入を図った規則改正の効力に関係するかが問題とされた。しか
し
上
訴
裁
判
部
は
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改
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裁
（弱）
判所に移送されない権利を創設したものではなかったとし、規則六（Ｄ）で改正の効力が否定される被笙ロ人の権利
の存在を否定した。
3９
事件委託の審理において、アルゼンチンは、ＩＣＴＹへの被告人の身柄移送を自国が決定したのはＩＣＴＹにお
ける裁判を実現するためであったと強調し、委託裁判官団が事件を委託する権限を有し、かつ事件の委託手続が引
渡に該当しないことは理解するが、事件がアルゼンチン裁判所に対して優越的な管轄権を持たない国内裁判所で裁
（㈹）
判される結果を実際には生じさせるのであるから、引渡に関する法が適用されると主張した。すなわち、アルゼン
チン裁判所が条件付けたように、被告人の移送にはアルゼンチンの事前の許可を得る必要があるとの解釈をアルゼ
ンチンは示したのである。このアルゼンチンの主張に同調して被告人も、事件委託の決定が委託裁判官団の裁量の
〈田）
範囑にあるとしても、委託裁判官団は国内裁判所の決定を出し抜くような裁皀軍の行使は禁じられると主張した。
このような主張に対して、委託裁判官団は、アルゼンチン裁判所が付与した条件は「特定性の原則」と解される
が、国内裁判所に対するＩＣＴＹの優越性と諸国の協力義務の当然の結果として、そのような引渡に関する通常の
（皿）
諸原則はＩＣＴＹには適用されないと反駁した。委託裁判官団は、委託に伴う被告人の身柄移送は引渡とは異なる
問
題
を
複
雑
化
し
た
。
の被要請国の意思に基づき引渡に課される諸条件も、ＩＣＴＹが関る限りで適用されない。この点が問題とされた
のが、三一目巨宮事件である。以下で三］目白寡事件を簡単に紹介する。
二］目巨寡は、ＩＣＴＹによって一九九八年に起訴され、一一○○五年にアルゼンチンにおいて逮捕された。Ｉ
ＣＴＹ規程第二九条に基づくＩＣＴＹからの移送要請に応じ、二○○六年一月一○日にアルゼンチン裁判所は被告
人を移送する決定を下した。問題は、本決定においてアルゼンチン裁判所が、アルゼンチンの事前の許可なく移送
（記）
要請が行われた犯罪以外の罪で起訴又は裁判されるために他へ送還することを錘示じると述べた点にある。また、本
決定では、ＩＣＴＹと同時にセルビアからの引渡要請を受けていたことから、アルゼンチン裁判所は、ＩＣＴＹに
（田）
おける裁判の終了を条件として喜一目巨寡のセルビァ・モンテネグロヘの引渡を許可するとも盲一一一一一口していた点が
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ため、特定性の原則や自国民不引渡の原則といった、引渡に関する諸条約上又は国内法上の条件を国家が課すこと
（閉）
はできないことに加えて、規則一一の二の手続は安保理決議に従って実施されるものであるから、条約ないし国内
法上のいずれの国の引渡条件にも優先すると述べた。
この結果、被告人の身柄移送を受けた後にＩＣＴＹが起訴の修正を行うことも許容されると解されている。同様
に、事件の委託を受けた国がＩＣＴＹの事項的管轄権に属する他の犯罪の容疑を追加することを否定する厳格な解
（“）
釈も、委託裁判官はその正当性を疑問視して採用しなかった。しかし、起訴事実の拡大に対して寛容な姿勢を一示し
たＩＣＴＹは、ＩＣＴＹの管轄権に属さない犯罪容疑を追加することについては厳格な態度をとっている。事件委
託制度がＩＣＴＹの事項的管轄権内の犯罪を適切な国内裁判所の裁判に付すことを目的とすることから、事件委託
（髄）（髄）
きれた国はＩＣＴＹの事項的管轄権内の犯罪について被告人を裁くことに専念するものとされているからである。
委託を受けた国がＩＣＴＹの管轄外の犯罪の容疑で事件を処理した場合、ＩＣＴＹにより委託が撤回される可能性
がある。したがって、本件において、事件委託されたポスニァ・ヘルッェゴビナがＩＣＴＹの管轄内の犯罪につい
て被告人の手続を進める上では、例えＩＣＴＹの一一○○一年の起訴事実と異なっていたとしても、アルゼンチンが
付した条件は適用されない。しかしＩＣＴＹの管轄外の犯罪に関する手続の開始を意図した場合には、平等な主権
国家としてアルゼンチンがその権限内で付した条件が有効な限りで、ポスニァ・ヘルッェゴビナは事前にアルゼン
チンと協議する必要があるとされた。このように、ＩＣＴＹの事件委託制度の範糯か否かで引渡に関する諸条件の
適用有無が分かれるのである。
本件において委託裁判官団はポスニア・ヘルッェゴピナへの委託を決定し、同国における裁判にアルゼンチンの
同意は必要ないと判断した。本件は、事件委託先の候補国が複数ある場合の委託先の選択基準の問題や、ＩＣＴＹ
で裁判されると信用して被疑者の身柄を引き渡した国への対応の問題など、数々の問題をはらんでいたのである。
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次に、ＩＣＴＹが関与することにより通常の国家間の場合に存在しうる障壁が回避されうる事柄として、ＩＣＴ
Ｙの逮捕状の効力について注意を促したい。国に委託されることが決定した事件についてもＩＣＴＹは逮捕状を発
行することができることから、実際に裁判が委託先の国の国内裁判所で行われるとはいえ、被告人の身柄確保にあ
～
たりＩＣＴＹの権威を働かせる一」とができる。被告人が領域内に存在する国は、たとえ委託先の国との間に犯罪人
引渡条約や司法共助が欠如していたとしても、事件委託先が明記された当該逮捕状に応じなければ、ＩＣＴＹへの
協力義務違反を問われ、ひいては安保理から非難される可能性が生じるのである。特に旧ユーゴスラビア領域の諸
国間では被疑者の引渡を容易に行えるような協力関係の維持が困難な状況にあることから、ＩＣＴＹが中間者とし
て存在することにより国家間の軋礫を回避できる可能性がある。また、他の通常の引渡に伴う様々な障害を回避し
うる点で裁判の実施を促進する利点があることから、ＩＣＴＹのように国際的な刑事裁判所で起訴した後に事件を
国家当局に委託する制度が、将来他の国際刑事裁判機関でも応用を求める立法案が国際刑事法の実務家や学者から
その後、喜一目巨寡被告は委託決定を不服として抗告し、上訴裁判部は被告の主張を一部認めて委託を認めな
い決定を下した。上訴裁判部は、被告人が上官からの命令に従ったとの事実がないと思われることから、安保理が
ＩＣＴＹでの事件処理を指示するところの「最も上官の指導者」に同人が該当すると考えられ、本件は委託に適さ
ないほど重大であると判断し、被告人の犯罪への参加程度を考慮に入れることを怠ったとして第一審裁判部の委託
（師）
裁判官団の決定を覆したのである。言］熊）Ｐロ底ひ事件の委託が否定されたのを受け、委託裁判官団は既に許可して
いたの局旦①巨属事件の委託も取り消し、密接に関連する両被疑者ともＩＣＴＹにて訴追続行することを決定し
た
の
で
あ
っ
た
。
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本節ではＩＣＴＹと国家の管轄権との関係について整理した上で、複数の国の管轄権が競合する中でどのように
事件の委託先が選択されているのかを検討する。
まず、ＩＣＴＹの管轄権の源泉に関する理念的な問題がある。ＩＣＴＹの管轄権の本質は、国家からの管轄権が
譲渡されたものであろうか。ＩＣＴＹによる事件の委託は、国家からＩＣＴＹに委譲された管轄権をＩＣＴＹが返
還する制度と解されるのであろうか。この点、事件委託は管轄権の譲渡ではないと委託裁判官団は明言している。
事件を委託された国の国内裁判所は、同国の裁判管轄権を行使しているのであって、「ＩＣＴＹから委譲きれた管
（的）
轄権を行使しているのではない。」ＩＣＴＹは事件を委託することによってＩＣＴＹの優越的管轄権の行使を放棄
しているのであって、事件の委託がＩＣＴＹから管轄権を奪うものでもないと説明されているのである。
次に、委託先の国家管轄権について見る。ＩＣＴＹはどの管轄権を有する国がＩＣＴＹからの委託を受け入れる
のに相応しいと考えているのであろうか。ＩＣＴＹで起訴した事件を委託する先は、①犯罪行為地国、②逮捕国、
又は⑨事件を受け入れる意思があり十分な用意がある国、と規則この一一は定めている。初期の規則改正において
委託先として列挙されたのが前者の犯罪行為地国と逮捕国であった。これはＩＣＴＹが属地的管轄権と普遍的管轄
権を重視した証拠だと見ることもできる。後に規則が再度改正されて③の国が追加されたのは、事件委託可能な国
を増加し委託の可能性を伸ばすことが意図されたのであるが、被告人や被害者の国籍といった事件との連結
（二①旨の）を明示的に条件と挙げていない点で、これもまた国家による普遍的管轄権の行使を許容するものと解す
提
起
さ
れ
る
こ
と
も
あ
り
う
る
で
あ
ろ
う
。
〈わ）
ラ●ことができる。
4３
最後に、以上で紹介した管轄権を選択する上での諸条件を検討し判断を下すのはＩＣＴＹであることに再度注意
を促したい。ＩＣＴＹでは委託裁判官団に判断の権限があり、検察官が挙げた委託候補国に限らず、委託先をその
次に、上記①から③の条件を満たす国が複数存在する場合の決定基準について見る。複数の国の管轄権が競合す
る中で、事件の委託先の決定において国家管轄権の優越は存在するのであろうか。手続証拠規則で委託先として列
挙された順は①から③のとおりであるが、この点、委託裁判官団は、列挙順が優先順位などいかなる上下関係も示
（Ⅶ）
すものではないと一一一一口明している。したがって、規則での列挙順は優先順位を一示すものではないとされるが、実際に
事件委託の例を見るならば、犯罪発生地の領域国に委託されている事件が多いのである。前述した巨寡事件では、
二言Ｆ巨寡と、Ｒ①亘①巨寡の両人ともポスニァ・ヘルッェゴビナが公正な裁判を行いうる能力に疑問を投げかけ
て、セルビァ及びアルゼンチンも本件に対する管轄権を有していることに一一一一口及しつつも、二言巨寡はＩＣＴＹ
（犯）
（刀）
で審理継続すべきと主張し、、局二＆①巨宜○被告は、セルビァヘの委託が望ましいとの意見を述べていた。これに対
して検察は、被害者に可能な限り近いところで正義が下されることを可能とするため、可能なかぎり事件は犯罪が
（河）
発生した領域国の当局に委託されるべきとの見解を一示している。検察官の主張については、委託裁判官団は規則一
一の二にそのような定めはないが、適切な委託先を決定する上での追加的な裁量要素の一つとして勘案されうると
して、否定することはなかった。このように被害者との近接性は絶対的な条件ではないが、委託裁判官団が裁量を
行使する上での一つの勘案材料として扱われているのである。
また、セルビァは、三］目巨再に対する別の事件が自国内において手続進行中であることから自国を委託先と
することが合理的であると主張したが、委託裁判官団は、単に同じ被告人に対する手続が存在するという点が委託
先を決定づけることはなく、本件はセルビァよりもポスニア・ヘルッェゴビナとの連結（ロ①百ｍ）がより強固であ
（市）
る
と
比
較
判
断
し
た
。
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（拓）
裁量で決定することができる。ＩＣＴＹの裁判官団が管轄権調整の判断権限をｊＤって行動する制度が構築されたの
である・国家間の関係においては、条約といった別段の約束がない限り、被疑者の身柄を拘束している国には引渡
を行うか否か及びいずれの国に引渡すか裁量がある。しかし事件委託制度の下では、例え被告人の身柄を拘束して
いる国であっても委託先の決定を行う権限は認められていないのである。
なお、検察は、事件が人権規範と適正手続基準を完全に遵守する形で処理きれていないと判断した場合には、規
則この一一により移送命令の撤回を要求することができる。これは、公正な裁判の実施を重視する観点からＩＣＴ
Ｙに与えられた権限であり、この点、国家当局による事件処理を監視する役割をＩＣＴＹに許容したと捉えること
ができる・このような権限がＩＣＴＹに認められることは、国家管轄権に対するＩＣＴＹの管轄権の優越性を示す
とともに、公正な裁判といった管轄権の適切な行使態様を確保する重要性に対する認識が進んでいることを現して
（両）
いると考える。このように公正な管轄権行使の確保の重視し」そのための制度整備が行われ始めていることについて
次に検討する。
５各国における公正な裁判等を確保するための１ＣＴＹの監視機能
国家の公正な管轄権行使を促すことは、ＩＣＴＹが発生した犯罪すべてを処理できぬ以上、不処罰を避け犯罪の
処罰の徹底を行う上で重要である。管轄権の行使を促すのみならず、各国の当局が進める手続において適正手続及
び公正な裁判並びに人権保障を確保することは、国際社会の利益に合致するといえる。
そのような理念から、ＩＣＴＹは事件委託の制度が導入する以前から紛争地域の諸国の警察及び司法当局を支援
する活動を行ってきていた。各種のセミナーや実務家の訓練プログラムなど、地域の司法機能を強化する援助を行っ
ていたのである。現在、ＩＣＴＹはこれまで旧ユーゴスラビア領域の国内裁判所を改善するために行ってきたセミ
4５
果
た
し
た
の
で
あ
る
。
ＩＣＴＹは直接的に紛争地域の刑事手続に関与する役割も果たしてきた。適正手続の確保については、例えばＩ
ＣＴＹは一九九六年から一一○○四年にかけて「三］①の。、ｓ①肉・＆」と称される審査制度によってポスニア・ヘルツ
（わ）
エゴピナ国内での適正手続の確保に貢献してきた。当該制度は、ポスニア・ヘルッエゴビナにおいて違法逮捕を停
止して偏見に基づく逮捕や訴追を抑止し、同国国内において移動の自由を促進する役割を果たした。ＩＣＴＹ検察
局は合計四九八五名の容疑者が関わる一四一九件を検証し、そのうち八四八名の戦争犯罪容疑での逮捕を許可し
（帥）
た。この国際審査制度を通じて、国家当局による適正手続及び人権保障の遵守を監視する役割をＩＣＴＹ検察局が
法曹を対象としたセミナーや訓練といった間接的な支援とは別にＩＣＴＹは各国による管轄権行使において適
正手続や公正な裁判及び人権保障の確保する上でどのような役割を果たしうるのであろうか。具体的には、ＩＣ
ＴＹに各国の管轄権行使を監視する権限は認められるのか。また、監視を行った結果、国家当局により不適切な処
理が行われている事実が判明した場合に、ＩＣＴＹが何らかの対応を取ることができるのであろうか。この点、例
えば、国が事件を速やかに訴追しない場合にはＩＣＴＹが事件を取り上げる可能性が規則上認められているのであ
るから、監視機能が許容されていると解されうる。ただしＩＣＴＹの監視機能は組織の能力の限界もあり、実効的
に働くとは考えられなかった。しかし、以下で述べるように、国内手続の一部を担う国際審査制度や、委託された
事件の監視権限がＩＣＴＹに認められ、各国当局より上位にＩＣＴＹが位置づけられていることが明白にされてき
て
い
る
。
ナーや訓練プログラムを今後の国内裁判所に良い影響を残すためにどうするべきか、ＯＳＣＥの協力を得て検討中
（泥）
で
あ
る
。
また、本稿で検討した事件委託の制度導入に伴い、ＩＣＴＹにはさらに監視機能が追加されたことは前節で紹介
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したとおりである。ＩＣＴＹは、委託された事件が適切な態様で扱われることを確認するため傍聴人を派遣するこ
とができ、事件が公正な裁判にて処理きれていない等、不適切な態様が行われていると判断した場合には、委託を
撤回する権限が認められているからである。すなわち、ＩＣＴＹが委託した事件に対する国家の管轄権行使の態様
を監視する権限が認められたことを意味する。委託の撤回権限がＩＣＴＹにあることは、ＩＣＴＹの管轄権が優越
的な管轄権であることを裏付けているのである。｜般的には委託された事件の監視は、委託裁判官団の命令により
（別）
検察官が委託された事件の進行状況について記した報告書を通じて行われている。
本稿ではＩＣＴＹの閉廷計画の概要を明らかにし、現時点における進行状況を検討した。二○○八年末までに第
一審裁判部での裁判をすべて終了し、一一○一○年までにすべての業務を完了するという閉廷期限の遵守は現時点で
は困難と見られている。ＩＣＴＹも自らが設定したこれら期限を守るべく数々の制度改革を行っているが、手続や
組織の度重なる改変が改善に結びついているか検証も必要であろう。
閉廷期限の遵守を達成するべくＩＣＴＹで審理する事件数を減少させる方策として期待されたのが、事件委託の
制度であった。国内裁判所に裁判の実施を委ねる当該制度は、各国による管轄権の行使を促すものである。特に旧
ユーゴスラビア紛争地域の諸国において適正な態様で裁判を実施しうる司法制度を構築する必要性が再認識きれ、
ＩＣＴＹをはじめとする国際社会の支援が向けられたのであった。事件委託制度の下では、起訴を通じて一度はそ
の優越的な管轄権を行使したＩＣＴＹが、公判開始前の事件で犯罪及び被告人の責任の重大性がＩＣＴＹでの裁判
に相応しくないと判断した事件については管轄権の行使を放棄し、国内裁判所での裁判が促される。安定性と一貫
お
わ
り
に
4７
性が求められる司法制度において当該制度の積極的活用を目標とすることには、被告人の不利益も考えるならば疑
問が残るのも事実である。通常の裁判手続ならば自身による犯行や責任の帰属を否定する立場にある被告人が、委
託裁判官団による委託の決定を不服として抗告した際、国内裁判所での裁判を忌避するあまり、犯罪の重大性と自
らの責任程度の高さを主張してＩＣＴＹにおける継続処理を要求する様は皮肉に写る。
事件委託の制度は、ＩＣＴＹと国内裁判所との競合する管轄権の間での事件の割振りを行う機能を果たしている
ことから、国際的な刑事裁判機関と国家の管轄権が競合する場合の一般的な管轄権調整のルールの形成に影響を与
えるか興味を引く。この事件委託制度に基づき、ＩＣＴＹと国家との間での事件の配分が犯罪の重大性と被告人の
責任の重大性を基準として行う姿勢が明確に打ち出された。また、委託要請を行う権限を有する検察は、手続証拠
規則や安保理決議といった事件委託制度に関連する文書にその根拠はないが、被疑者との近接性を重視して犯罪行
為地国を委託先として提案する傾向にあることが判った。
さらに興味深いのは、公正な裁判や死刑の不適用といった、国家による管轄権行使の態様において一定の条件を
充足することが事件を委託する条件とされていることであり、競合する管轄権間の調整において国内手続の態様を
勘案するルールが生まれつつあることを示している。また、ＩＣＴＹが事件委託後の国内裁判所による管轄権の行
使態様を監視し、適正な処理が行われていない場合には委託を撤回して再びＩＣＴＹが管轄権を主張することが可
能である点も、公正な裁判や適正手続及び人権保障が確保されない手続処理は非難の対象とされるにとどまらず、
その先行手続としての効果が国際法上否定されることの証拠と考えられる。これは、単にＩＣＴＹと国内裁判所と
の垂直的な関係を維持する上での条件ではなく、犯罪者の処罰を徹底することに加えて被告人の公正な裁判を受け
る権利並びに裁判の基本的な資質としての公平性や適正手続を国際社会が重視していることを象徴しているのであ
る。本稿では身柄移送に関わる適用法規の問題やＩＣＴＹの逮捕状の効力に関わる問題も指摘したが、これらの問
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題に限らず、ＩＣＴＹが閉廷に向けた作業を進める中、国際法学上の意義について再評価を下す作業が多くの実務
｛
家及び学者によって今後行われるものと思われる。
（ｕ）守員》冨国・急．
（６）拙稿「国際刑事裁判所による管轄権行使と国家の同意について」「金沢法学」第四二巻一号（一九九九年一二月）、八～一一頁、参照。
（７）ＩＣＣといった国際的な刑事裁判機関の管轄権の源泉については、拙稿「国際刑事裁判所による管轄権行使と国家の同意について」『金沢法
学」第四二巻第一号（一九九二年一二月）、参照。
（８）、①①》七属目①切己三目目【。【］］シで回］ロ○つ○（ｏ①曰ＣＯＢ［一○宛①己巨ワ一一ｏｏｍｓ①ｎｏｐｍｏく・因①］、盲目］）』巨已、日①昌」」田ｇ『ｇＱｐＣＣロ．
（９）ＩＣＴＹ及びＩＣＴＲの裁判において被告人から安保理による裁判所設置の違法性が主張されたが、両裁判所とも被告人の抗弁を却下した。
、のゆずＲの百日ローＰ囿昌か、農、Ｃ四⑫⑦ｚ○・ローＣ←－］－シ宛『蝉Ｏのｏ一国目目Ｓ①Ｃ①符己８三○回目ざ旦昌①１ｏｎ員。ミン弓８一目］胃】己】且。Ｐ四○○［○ヶの『］＠し凹・目二
四一⑫Ｐ【目百冨昔ｎ回⑰ｐＤＰｍのＺ。．【己忍－，①Ｉ］いＩ曰ｏｎ：一・・Ｃご旨１，ｓ。［一・Ｐ一ｍ］目①」＠曰・ＩＣＴＹ、ＩＣＴＲ、及びシエラレオネ特別裁判所の
設立形態の合法性の検証については、、８二一（シ・ｍＣｇｇＰ目ざ（ミミ⑮ヨミご目｛○（ミヨ白目〉誉冒辱『鳶、ロコョの『】高・島ご旨》宛二》§目目旦罵ミ
トの○コ、（の四日ワユ。、①ご巳く①扇一亘。⑰⑫ｍ・ｐＣＣ⑦）・ロヮーヨＩＣＣ・
（、）、①①．←浜⑫⑫①⑫目］の昌目□刃①己。曰。ご巳、の田目、一．己。◎貰勺『①、昼①貝。命（ラ⑦旨［①『目【一○邑巳ゴー盲目一命。『ｓ①司○自己①『●百ｍ。⑫一四く国・で【◎ぐこ①□［○ｓ①ｍ①。且ＱＣｏ目○一一
℃日⑫巨目［［○勺回国、国已ｏ○南の①２１ＱＤｏ目。一一肉①⑫。一目○口】団長．．ｓ①『①鳥貝の○日己一①［一○二の百．四［①巴シ用①腸日①昌（ご畠９９））・ｐｚＣｏｎ・の口９ｍ一目・冨国・一つ．
（１）『貝①曰昌○二＆曰ゴワ目昌曽『ｓ①印。、①。目○口○帛勺の扇○二⑫肉①叩で。易巨①３円、①回。Ｅ叩く－．－畳○易。【閂昌の日昌。ｇ｝西目】目冒回目Ｆ圏「ｎｏ曰冒昌［［⑦ニヨｓ①曰可『１［ｏＱ
ｏｍ【ず①詞○コ己①『巨亘、○碗置く旨、旨、①］＠℃」。
（２）小森光夫「国際刑事裁判所規程と裁判過程の複合化」「ジュリスト』ｚ○・一一一一四三（一一○○七年一○月一五日）、参照。
（３）ＩＣＴＲが対象とする犯罪は、’九九四年一月一日から一二月一一二日に発生した犯罪に限定されている（ＩＣＴＲ規程第一条）。
（４）『画①丙巳①⑫。廃帛蔀。。①ロ巨忌色ｐＱｍぐ区①ロ●の．
（５）、のＰ昌一］目Ｆ巨画か目口の『の□＆①Ｐ巨置（Ｏ農Ｐの四⑫①Ｚ○・自目ＩｃｍＩＢへ］－勺円ｏ①。箇○二○二宛①苛目巳○〔、農①己巨『冒目［８両ロ一①］］豆⑫．（すの円の四津９Ｆ巨嵐か、閉①）＠Ｊ
シ己ユｌＰＣＣヨロ閂四・一○ｍ．
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（妬）辱員》目日切・い台・
（〃）守員》９国・←」．
（妬）守員》百国・日．
（卯）シロ囚已目Ｑｚ○国ＣＤ閉ＰＣ凹め①ｚ○・．ＩＣ←－詞Ｉ甲》曰□①ｎ国。■ず『宛①苛司、］［○ｓのシ巨昌○コ［】の⑰ｏｍＳの宛①冒す］】Ｏｏｍｎ『８冒弔》冒巴目［［。”巨一①］］守身．］一ｍ８‐
〔のロ】す①『口ＣＣＪＣ己煙『四・回＠．
（皿）Ｃ⑦扉の園ｐＣ厨①ｚ○・弓－つや⑦－田－国学□の。冨目。ｐ三○戸一．□ず『宛①諒目四一○【、厨の己冒⑫巨目（８両ロ］①］】守身》し】口］］８ｓ・
（犯）、①ＰＦ巨嵐かｎｍ⑫Ｐ員、日ロ。〔①（Ｊ）・宮『四・】．、①①四一⑰Ｐ三＆鳥】ｏ①（四一・，四⑫ＰＣ厨のｚ○・ｐＩＳ－ａ－『戸Ｃ⑦Ｃ巨○二目勺『。⑫①２［。『ガニ。［一。ござ局宛①薇『且。【、閉①
勺巨『⑫皀口員Ｓ丙已①一］守身》四．］巳豈凹ＣＣＪ・己四国。①⑭．
（銅）Ｐ巨底か、厨①．＆貝》息『四・台・昌旦禺一。①（＆．、厨ＰＳ（具・ロ胃Ｐ金・
（型）、。『昌一①［一目、（国【①巴シ閉①⑫目］①ロ［（ご皇９９）・貝亘ロ二○戸①（一つ）・シロロ①〆戸冨国・山○・
（Ⅳ）閉廷計画を遂行するためにＩＣＴＹの各機関が行った改善については、ｍ８ｏ・目昌・宛目ウ田ご巳目［ごｍ［言閂９割ぺ目已冒ｎ．曰已呂・ロ、目〔の巴汕
恩ご目ＳシＣ宮①ぐ①シ、８自国ｇござ『乏胃、１日①：且『颪同国す目農園」・ミョミミ｛ミ⑯ョ目・目一○ゴミ目ご量一日ぐ。一・四（夛冒『：ＰｇＪ）
（旧）臨時裁判官（ロミ蔦ミ］且、①）は、二七名の候補者名簿から選任されている。臨時裁判官は国連総会によって四年の任期で選出され、ＩＣＴ
Ｙ
所
長
の
推
薦
に
よ
り
国
連
事
務
総
長
に
よ
り
任
命
さ
れ
て
事
件
審
理
の
任
を
務
め
る
。
再
選
可
能
で
あ
る
。
（ｐ）閉廷期限遵守のために行われた数々の改正については、二○○四年以降に半年毎にＩＣＴＹが安保理に提出する閉廷経過作業の報告書に記
（肥）の①ＰｐｚＣｏｐの弓宛、ごｇＢ口一・
（Ｅ）、①ｐｍＣ冨冨吻・の⑦Ｐ二三一首ごシ・の。富冨吻・農亘ロロ。（①（◎）》□・台・
（週）の８０口『巨一シ・三目Ｓｍ・農『す⑦］已一：一因可：Ｃｍｓ①。Ｃ・日ロ］①二・己の目（①、】①⑫．。ごＳ①シＱ四○ｏ旨［①目昌・昌一のゴロ目巳早ご目鳥ごユミミ一日再」◎ミョミミ』。肩『‐
再貝ご富ミトロヱ）ぐ○一・＠℃（口◎＆）》己．］←ロ・の①①画一ｍＰＦ臼ごｏ・］○参房。Ｐ承、一○⑫白、目旨〔①日四口。ご巳ロユロ邑己四一曰威づこご巳ご弓』①冨巴皀庶ニヨョ、百一の日昌。ご昌困巨目目
四ｍ目、画且閂鳥目ロ団胃］且冒巴ヨロ目三．シミ日向§」○ミョミミ盲、ミミミロヘトミぐ。］・＠℃（９ｓ）・己」、函・安保理で閉廷計画が承認されるまでの経
緯については、の８三一］旨ヨシ・の。冨冨、自信日二・一①（＠）・弓・さ－台．、①①鳥Ｐ三・国・冨己①Ｒ震Ｆ閉【両×】田。⑫鳥自可冒鳥ヨョ、乏閏Ｃユョの⑫勺８⑫①、目○口
可○日ｓ①旨［の目昌目＆曰威す目＆［ＣＯＯＢ①畳のｎ．巨冒弓のヨミヨミドロニ国『ミヨぐ○一・］←（９９）・己・ＪＣ・
（ｕ）ｚ旨ｓシ目目一宛①己。弓○帛昏＠百（①目呂○息一団一ケ目四一ざ『ｓ①両。ｐ己①『Ｋ百ｍ。⑫］昌一Ｐ［量ＯＣＣ・」ミヨへごＰｍｎＣＳｓｍＪ（９ｓ）・
（囮）これら期限はＩＣＴＹからの案である。、①①．ごＺｏｏ。．、｛９ｓへＳ厚
さ
れ
て
い
る
。
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ヘノ｝
（幻）ご兵．富国・上・
（蝿）三＆具】。①［四一・，四ｍ①．、凹め①ｚ○・弓ＩＳＩ３１国》□①◎薗。己自で『。⑫①Ｃ貝。『啄三。［】。こさ『【①諒口国」○ｍｎ口⑫①勺巨『、巨目［［。宛巨一①］一ｓ目．ｇ］巨一量９ｓ・冨国ｍ・ａ．
（虹）因色、閂色彊目、閉ＰＣ厨①ｚ○・門目扇１９ｓ－ｍ。Ｉどみ］］亘、．○①ｎ国ｏｐｏｐ宛巨｝の］」亘、シ弓の巳・ろシロ、巳⑫［口つつ９冨『四・］ぬ．
（蛆）の８虜冒①曰昌◎皀巳Ｆ①、巳Ｃ⑰ぐ①］・己白①三⑫旨宛①ぐ】９弓９ｓ：．』ミ⑮『ヨミごヨミトロニ鳥「ぐ。］・台（、目目①『ＰＳ函）も．『ｇ・人道に対する犯罪や戦争犯罪を犯
罪として処罰する国内法を制定した国虹力国が列挙されている。
（⑬）、目］ｂ一①【一○口、百四［⑦巴シ、、①、⑫白①貝（三畠口Ｓｍ）・量、日己。（①（Ｓ）・富国・巴・
（“）ぬ①⑦》己三一一目］二（国巨『【①－老冨［①：『宮①ＯＣＢ①切二ｏ旨堕巨のｐ８ｏ自昌①日昌○目－，コ目昌一甲】盲目一切”、厚①閂昌の目昌自昌のュ目昌一印】ず自昌さ『［ず①司○ロロの『●百ｍ。‐
⑫一画く冒目已昌①Ｑ⑦農。□・【号①の国［①Ｃ・貝・｛因。⑫己四陣困①目①、。ご】目ご・ｐ）｛ミ弓冒」○ミ目一旦曰》§冒昌ご目一トロミマ（一一・余（９９）・
（妬）Ｃ○己已一①二目の言昌⑦巴シ⑫⑫①路昌①貝（冨昌Ｐｇｍ）・農、『ロロ。【①（］Ｃ）・冨国・』Ｃ・
（妬）辱亘》目国・さ。
（師）、①①Ｐ・浜、⑫①⑫⑫目①貝⑫自二宛①ロ◎曰◎ご己、①ヨゴ８□・『旨のＢＰ勺円の⑫－９①具・扁昏①旨（①日目。ご＆ｎ回目旨＆曰ゴ盲目一命。『号⑥田Ｃｐｐ①『冑、。⑫一画ご旨）官。ぐご①□【○ｓのいの‐
２ユロ、。■口。】一己貝呂目（【○勺自画、『昌彦①○ｍｍのｏ巨ユミの○口ごＱ］”①四○盲二○口］いいや（いつつ←）．．》［ヨニロ○○・ｍ一四つＣ全一田Ｐｐｍ『四・四℃．
（犯）の○日□｝①二目の［『胃①巴シ⑫⑫①閉目①員（冨旦Ｐｇｍ）・良ミロニ。［①（Ｓ）．シ目①〆自冨国・全・
（羽）、⑥①．宛ｇｏ目ｏｐＳｎｎｏ［昌一ｇｏロの園【①巴。〔ｓ①旨［①曰昌。ご巳のゴョヨ四一コ一ヶ自国］ず『房ご目：（】冨昌ｇｇ）．ごｚＯｏｏ・の｛ｇｇへいいいシ目⑰〆（四目ｍ・
（側）国四ｍ閏四囲目の四ｍＰの四ｍのｚ○・門目へＩｇＳ－ｍ⑦Ｉど《］］互い》Ｏ①ｏ宮ｏｐｏｐ勺『。⑰の。貝。『〆宛臼巨①、［ず円内①庁目色］。届ｓ①盲ｅ８コ①貝Ｓ［冨穴冒彊○日。【＆①ｚ①ｓ①７
グーヘ－－､〆￣へ〆戸へグー、〆￣へ／￣、グーヘ
３６３５３４３３３２３１３０２９
、－〆、－〆、－－～－－､－－、－〆、-〆、－〆
（犯）｛ご貝》目『口・念・
（豹）辱巨．シ目貝戸富国・函．ここでは、言一目巨匿ＣｇＱｍ『①［①己Ｅ医・事件が例として挙げられている。
（釦）、○日己］①二目の百●四【①巴シ、⑫①⑫⑫曰の具（筥昌９９）》貝、ごロ。（①（］○）・少昌①〆Ｐで胃ＰＣ・
（皿）｛守貝》冨国・巳・
（犯）守貝》冨国・盆・
（詔）ご負》目『四・周．
写一旦
ざ負》息『Ｐ団．
寓二具
一四口烏》己シロユ一回○○コ．
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（師）Ｆ巨匠句の色⑫Ｐ、色⑫③ｚＣ・ゴーｃｍＩ旨｝］Ｉシ元］一．身・］・□①。冨自○二二巨目Ｆ巨酋句㎡シ弓８一元①忠己旨、宛の苛司四一・シ弓①四一⑫、盲目ワｇ］］］巨］臣８ｓ．
（妬）辱貝・ロ閏回」］ぬ．
（船）ご貝・己自画』日．
（Ⅲ）＆負．冨国・ｓｏ・
（砲）、①ｐ『巨只》目『囚⑫．］ニー］己・
（岡）ご負・富国⑫』臣・］］Ｐ三旦鳥｝Ｃ②白一・、息Ｐ員、『ｐｐｏ戸①（お）・忌日・山〕・
（“）Ｆ巨嵐か、厨Ｐ員、ミニｏ【①（、）・冨国・］］『．
（兜）、①①．＆貝・目『四・ｓ］・
（印）、①ｐご貝・日日・］Ｂ・
（帥）守員．ｇ国』＆．
（鬼）の国具○く一ＣｎｍｍＰＣｍｍのｚ○・口－℃①－巳へローン宛］］す】の．」・□①ｎ国目○口宛巨一①〕］豆⑫宛⑦符同画一．シ弓８］、富冒すｇ］、①□［①曰すの『９ｓ・目白・］①．
（記）、①ゆめ巨碗目の。ｐ〕①易・閃巨一の巨亘⑫。、ｓ①旨［の日昌○回巳ｎコ目ロ巳早】盲目－３『昼の田○目己の『藝冒、○ｍ一四ぐ冒帥丙①苛閂目一○口目一目ロ①日⑫［。ｚ呂自＆ｎｏ巨冒・・ｍＣ昌○ョ
〔す一一無い⑮』ミ両「ヨロ註◎ヨミロヨミ、ごミロロ『国「ごｎ門Ｓご罰⑩て（、そく○一・山①（いつ○コ）・ロ，］『『・
（別）の①Ｐ］①ロ⑫ｏ）①。【己自己色目Ｃｓユ昌目【①ユ｝《［ヨシ二四○○曰ぱす目四一ｍ□己①Ｒ国目①。⑮⑫碗昌ｍＴｎＣ冒已一①二目の宮皀の四目□丙①苛口回一で国Ｃ【－８Ｃｍｓ①【、『ＫｇＱ
【門『宛守目］ｓ＠勺①厨つのｏ［一ぐ①。【［すのＯ①奇ロ。①．、言へ、『盲目コミのヨミョミ巨二宛皀（２）ぐ○一・ｍ（四Ｓｍ）・弓・旨１９．
（弱）三旦四医か四四一・、色⑫、、煙い①ｚｏ・ｐＩＢＩａＩシ宛ニワ】⑫．］・ロ①。芭自○口］◎一員Ｏ①奇自８シ己已８］回忠目⑫〔□①、冨。□。ご【の汀［Ｈ巳巨目①円内巨一①］］亘⑫．シ弓⑦巳⑫
、ロ日■ずの原ヨシ己己］口ＣつＰで自画・函山・
（死）冨旦鳥一か巴巳．、臼⑫Ｐ員、冒己。〔の（金）》冨国・］日・
（師）Ｆ巨匿か、四ｍ①》員ミロコ。〔①（Ｊ）．宮日切・一己’一］一・
（印）の国ロ
（田）ご負 ８・本件において委託裁判官団は、自らが適用法規を拘束力ある形で決定する権限あるものではなく、適用法規の決定は委託先であるポス
ニア・ヘルッェゴビナ裁判所の権限内事項であると述べた。
（蛆）屡丙８．．．口胃亘一・亘、白目・【ｓ⑩旨（のョ目・目－，１目目一国ワ目巳さ『ｓのざ目の『昏頤・の一働く旨目已冒『８．冒す局庁ａ．ｍ．①冒：。［い【：目・目一
８巨旨圏。］目の９ｓ》、口ＣｓへＳｍ》昌巳一号－２［如乏三三・ｇｂ旧ＳＣＢ｛の＆①胃扇面Ｃｓへ⑫、｜①一ｓ旨目．ご・
（印）の国具・く一Ｃｅ⑫①》、四⑫①ｚｏ・ローｐｏｌ巳へローン丙巨冨・］・少弓①崖目（㎡因１の（］］巨一】口Ｓｍ・ゴー函。
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日ユーゴ国際刑事裁判所（ＩＣＴＹ）の閉廷計画と国家への事件委託
本稿は、科学研究費若手（且を受けて行われた研究「旧ユーゴ国際刑事裁判所（ＩＣＴＹ）の終焉と国際刑事
法
に
与
え
た
影
響
」
の
一
部
で
あ
る
。
（犯）、目］ロ一①［一。ごｍ官昌①巴シ脇＠用日①昌（冨昌９９）白骨自己。【の（Ｓ）・目白・台・
（”一「冒一鴎・『号…．」については拙稿「国内刑事手続における公正ざを確保するための国際協力ｌ旧ユーゴ領域で侵された鬮際人道法の
重大な違反の処理ｌ」「法政論集一策一一○二号一二○○四年五月「’五六「’六七頁、参照．
（帥）ＩＣＴＹホームページ掲載の統計を参照した。の８三ロミダーミ君・目・◎垣、Ｑへ、一目８－＆且①〆・言［Ｐ
（皿）委託裁判官団は検察官に報告を命令する固有の権限が自らにあると言及している。、８ｍ圓穴・ぐ局、四ｍの．シ弓の画］Ｃｏｏ国・Ｐ百日・山口
〆￣へ／￣へ〆■へ〆￣へグーへグーヘ〆￣、
７７７６７５７４７３７２７１
、－－～-〆、－〆、-〆、－〆、＿〆、－〆
グーへ〆￣へ
７０６９
，－〆､－－
〆戸へ
６８
、－〆ご負・己自四・患，
の８ｓ貝》□閂四・日・
ＩＣＴＹの一事不再理の原則にもＩＣＴＹの優越性とともに、’国内手続の公平性や独立性といった手続の態様を重視する立場が示されてい
ることについては、拙稿「国際刑事裁判所の一事不再理の原則に見られる管轄権調整ルールの検証」「国際法外交雑誌』第一○四巻一号（二
｛ご旨民）已湧『酔い←・
辱其》冨国・旨．
Ｆ巨医（ロ展⑪、凹め①ｚｐローｐｍＩ眉へ］１勺目ｏ①○国○口目で『。⑫①８８円武宛のＰ巨の⑫（官『②巨目［［。【巳の巨守目（田）三一ｓ『①、四ａ【○ｍ『８ｓ①Ｆ巨底か目二宮８ｓ。『呉８０の‐
Ｃ国○二く四日旨、の号の目一国ｍｏａｇｇ］已豈９ｓ・
Ｐ巨西か、畠⑥⑫ロロ国ロ。［①（ｕ）・己四国・］］・・
の。冨冒は、「事件を受け入れる意思があり十分な用意がある国」にも委託が認められることになったことにつき、国際法が中核犯罪に対す
る普遍的管轄権を認めていることを黙示的に示唆していると解している。、８乏旨目］シ・⑫・冨冨いち§己二・（の（◎）七・台⑭．
、②①》巨凸鳥］ｏｎ用ＰＣ闇①ｚ○・白目－ＣＰ－ａ－シ丙］＆量□①Ｃ芭○ロ。ごｏの符ｐ８シロロ８｝シ、巴易〔□①○芭○己○已宛①苛口巳ごロロの『宛巨］の巨守身》己画国・←い・
Ｆ巨蚕か、閉ｐ閏兵、ミロ◎（①（山）・己自Ｐいい。
る
こ
と
に
つ
い
て
は
、
柵
○○五年五月）、参照。
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